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3. 「EU の拡大と加盟国の脱退—EU の複合的憲法秩序へのアプローチ」（関西大
学・法学研究所）セミナーのパワーポイント資料 （以上，本誌65巻 1号）
一本号はじめに一一
4. ベンゴエッチャ「ヨーロッパの夢の終焉とユーロ危機への目覚ましコール」論文の
翻訳
I. ヨーロッパの夢の普及
I . 目覚ましコール 1. 金融恐慌 2. ヨーロッパにおける経済上のガバナンス
の危機 3. マクロ経済危機と緊縮経済 4. 緊縮経済と社会モデルの危機
5. 後退する福祉モデルと多文化主義の危機 6. 制度の危機と民主主義
II. EU再構築の構想
5. ベンゴエッチャ「多文化主義と法多元主義：ヨーロッパの視点から」論文の翻訳
I. 序―-ー諸概念の分析
I . ヨーロッパのコンテクストでのふたつのケース
il. 結 論ー一法多元主義 v合理的共存
付：ホセラモン・ベンゴエッチャ略歴 （以上，本号）
—木号はじめに一一
本稿では，ホセラモン・ベンゴエッチャ教授の関西大学法学部への招聘 (2014年11月
2日から12月8日）を契機に，本誌第65巻 1号に掲載した「ホセラモン・ベンゴエッ
チャ「ヨーロッパの夢の終焉とユーロ危機への目覚ましコール」論文の翻訳と関西大学
でのセミナー，講義資料 (1)」での，「多元論者の憲法パラドクスとコスモポリタン・
ヨーロッパ」論文の翻訳と，法学研究所での「EUの拡大と加盟国の脱退―-EUの複
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合的憲法秩序へのアプローチ」セミナーのパワーポイント資料の紹介に続いて， 2009年
以来のギリシャでの債務超過問題を契機に，全ヨーロッパひいてはわが国を含む全世界
にその影響が波及した， 2011年の 'EUcrisis'に関する最新動向を踏まえた論文 ("The
End of the European Dream and the Euro-crisis Wake Up Call") をも含めて， さらに 2
本の教授の論文を翻訳する。
本稿での 2本の論文の翻訳に入る前に，前号で翻訳した「多元論者の憲法パラドク
ス」との関係や，これらの論文の特徴などについて若干言及しておく 。
(1) 前号「多元論者の憲法パラドクス」論文と本号「多文化主義と法多元主義」論文
の関連—多元的法体制へのマクロな分析視角とミクロな分析視角： 前号で訳出した
「多元論者の憲法パラドクスとコスモポリタン・ヨーロッパ」論文は，教授がその冒頭
で言及しているように，「EU立憲主義に対するさまざまな形態の規範的，法的な多元
主義のインパクトを分析」した ものである。この論文が依拠する， EU全体に亘る分析
的な理論枠組は，「制度的規範秩序としての法」 ('lawas institutional normative order') 
理論と「憲法多元主義」である。これらの理論枠組は，教授が欧朴l司法裁判所における
法的推論をテーマとした論文（エデインバラ大学に博士号請求論文として提出し，後に
The Legal Reasoning of the European Court of Justice, Oxford 1993として刊行された。
ちなみにこの書物は， IVR(Internationale Vereinigung fir Rechts-und Sozialphiloso-
phie (International Association for Philosophy of Law and Social Philosophy) : 法哲学・
社会哲学国際学会連合）での，若手 (35歳以下）の研究者が刊行した年間を通じての最
優秀文献に送られる YoungPrizeを受賞している）執筆において指導を受けた，エ
デインバラ大学法理学教授のニール・マコーミックが提唱したものである。それは，従
来の国民国家のあり方，とりわけ近代西洋に端を発する国家主権の根本的修正のうえで
成立している EUにおける主権のありかたと， 28加盟国，約 4億人の人口 (2013年現
在）を擁する，多元性，多様性極まりないヨーロッパにおける多元的な法状況（多元的
法体制）の理論的把握のために提唱されたたものである*1 0 
マコーミックによって提唱された上の分析的な理論枠組に依拠しつつ，ヨーロッパに
出来してきた憲法多元主義のあり方を一 一ー英国選出の欧朴l司法裁判所裁判官デヴィッ
ド・エドワード*2 (エディンバラ大学名誉教授）のロークラークとして勤務した一一
欧州司法裁判所でのベンゴエッチャ自身の豊富な実務経験をも踏まえて分析したとこ
ろに，「多元論者の憲法パラドクス」論文の最大の特徴のひとつがあると言えるだろう。
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* 1 : 第65巻 6号掲載の「多元論者の憲法パラドクス」論文の原注 7: 「NeilMacCormickは
r憲法多元主義』 ("constitutionalpluralism") ということばを QuestioningSovereignty 
(Oxford, 1999) において，究極もしくは階層的優越性つまり 主権的権威と対立する，共有
され，常に交渉の下に置かれているということを示すために，新たに造語している。」
* 2 : エドワード裁判官は， 2013年に来日した際に関西学院大学，慶應義塾大学で行った講演
ペーパの翻訳がそれぞれの法学雑誌に掲載されている。デヴィッド・エドワード，木村
仁・大北由恵訳「立憲主義と EU」（関西学院大学「法と政治』第64巻 4号），デヴィッ
ド・エドワード，鳩貝真理訳「なぜ EU法を学ぶべきかー入門編ー」（慶應義塾大学「慶
応法学』第27号）
ところが，本号掲載の「多文化主義と法多元主義：ヨーロッパの視点から」論文にお
いては，「多元論者の憲法パラドクス」論文における， EUにおける多元的法体制に対
する憲法多元主義という， いわば〈マクロな視点〉からの分析ではなく，個々の法領域
（本論文においては，婚姻をめぐる家族法）に着目した， 〈ミクロな視点〉からの法多元
主義分析を行っている。EUにおける多元的法体制分析におけるミクロな視点の重要性，
有効性に関して， ベンゴエッチャはつぎのように指摘している。
「本稿における理論的主張点は， エクイティの概念に関わる合理的共存あるいは
文化的感受性（例外的事例の受容）は一つぎのようなより高次の規範的原則と合
致するものとして解釈されることが可能な一一桟i範的主張を統合するための潜在カ
を有している， ということである。すなわち，寛容と平等，（文化的）相違の尊重
を求める人びとの自由と自律． そして他者との連帯，等々である。ヨーロッパ社会
そのような多元主における法多元主義との関連でわたしが主に主張したいことは，
義は，相対立するもしくは共存する法秩序に関係するのではなく，
．．． 
たとえば家族法．．．．．．．．．．．．．．．．． 
や婚姻，婚礼などにかかわる個別の規範や慣行に関するものだ， ということである。
家族法は， そのような多元的な規範や慣行が共存し，支配的な規範的枠組のなかに
存在するいくつかのケースにおいて，裁判官の判断枠組においてすら共存可能なも................. 
のである。その場合には，法多元主義はひとつの法管轄のなかで，公式法とは異な. . . . . . . . . . . . . . . . . . . ... 
る規範秩序のなかにその起源や法源を有している，さまざまな（個々の）規範との
共存に関わっているであろう。 このことはおそらく，異なった法システムの存在と
して法多元主義を捉える古典的な法多元主義の定義よりも， よりよく機能するであ
ろう 。古典的定義では，規範が組み込まれているシステム内において妥当する規範
としてではなく，社会学的な規範的事実もしくは事実と類似するものとして規範を
扱うことによって， 人びとは彼らが所属している法システムから規範を一一一国際私
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法の分野において法の選択として行っているように6)_ 分離しうるということ
を前提としているのである。［中略］
家族法ー一複婚のような公序に関わる基本原則に反すると考えられるものを除く
― は，現代のヨーロ ッパ社会において多元性を表明する格好の領域である。婚姻
は社会的制度であると同時に法的制度でもある。婚姻は社会的なさまざまな仕組み
や禁止されていることを生みだし，性に関するタブーを導き，社会的関係を生みだ
し，家族を形成し，生命の再生産を確かなものとし，財産や相続の制度や一連の経
済関係を包含し，文化伝承の場でもあり，時には対立関係にある集団間の関係を調
整し，配偶者間の関係を超えた忠誠心や連帯を生みだしている。近代社会において
は，もちろんこれらのいずれかもしくは多くの社会的機能は単なる潜在的なもので
あって，婚姻はそれらの機能を果たす唯一の制度ではない。しかしそれにもかかわ
らず，極めて重要な社会的制度であることはまちがいない。」（傍点・角田）
ベンゴエッチャはこのような認識に基づいて，「多文化主義と法多元主義」論文にお
いては，「ヨーロ ッパのコンテクストでのふたつのケース」すなわち，ロマの婚姻伝統
とスペイン家族法との関係，および，オランダ国内法における婚姻形式と EU法との
関係を手がかりとして， EUにおける多元的法体制のあり方をミクロな視点から分析し
ているのである。
なお，ベンゴエッチャは多文化主義と法多元主義に関する論文において，ロンドン大
学東洋アフリカ学院 (SOAS)のベルナー・メンスキー （現名誉教授）の論稿にしばし
ば言及し，参照している。たとえば本論文において，「法多元主義に関する第2の主張
は，共存不可能な規範間における協同の可能性を排除する。そのような協同のためには，
ひとつのエスニ ック，ナショナル， 言語，宗教，社会的マイノリティ，等々に属してい
るという事実に依拠した，さまざまなパーソナルな地位を受容することが必要である。
多くの非西洋的なシステムは，そのような多元主義を受容もしくは承認している24。」
という文脈で，注24においてつぎのようにメンスキーに言及している。「Werner
Menskiは，多くの典味深い論考において，多文化主義的な対立のための有用な解決と
して，本文でのべたパーソナルな地位に関する多文化主義について指摘している。
"Flying Kites in a Global Sky: New Models of Jurisprudence" 7 Socio-Legal Rev. 1 
(2011)参照。」
メンスキーは，南アジア法， とりわけムスリム家族法研究に関する世界的に著名な研
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究者で，その問題に関わる多くの論文を発表しているのみならず，ロンドン居住のムス
リムによって提起されたさまざまな婚姻や相続，その他の家族関係をめぐる多くの訴訟
において，「学識経験者」としてムスリム家族法に関する鑑定意見書を提示している。
ベンゴエッチャが本稿で主張する彼の理論的な方法論上の視角 一ーー 「そのような多元主
義は，相対立するもしくは共存する法秩序に関係するのではな<, たとえば家族法や婚
姻，婚礼などにかかわる個別の規範や慣行に関するものだ，ということ」 一一を形成す
るに際して，メンスキーの理論的，実践的な見解や方法論から多くを学んでいることは
間違いない*3 0 
*3: メンスキーの SOASでの「アジア・アフリカの法体系」講義，および SOASとの連携
で開講されている，多文化社会に関する実践的な講義たるタワーハムレッツの「コミュニ
ティ・リーダーシップ・プログラム」の概要については，拙稿「ロンドン大学東洋アフリ
力学院ロースクールにおける「アジア・アフリカの法体系」講義 (2011-2012年）の紹介
—ヴェルナー・メンスキー教授の講義資料を中心にして」（「関西大学法学論集」 第63巻
6号），拙稿「ロンドン特別区・タワーハムレッツでの「コミュニイティ・リーダーシッ
プ・プログラム」の紹介ーーロンドン大学東洋アフリカ学院 (SOAS) との連携でのロン
ドンに現出する超多元社会 (pluralityof pluralities: POP)への取り組み」（「関西大学法
学論集』第64巻 2号），および，多元性極まりないロンドンにおけるムスリムによるイギ
リス法とムスリム家族法との，「巧みな法のナビゲータ」を通じた法のクレオールに関す
るメンスキーの見解については，「移民によるエスニック・インプラントと法のクレオー
ルー一超多様な都市・ロンドンを手がかりにして」（「関西大学法学論集』第64巻6号）を
参照。
(2) ユーロ危機と社会連帯，寛容と多元主義の危機ー~ 「ユーロ危機への目覚まし
コー ル」： 本論文のタイトルたる「目覚ましコール」とは，ギリシャが2009年に，自
らの財政赤字，債務超過を公に認めたことを契機に，欧州単一通貨・ユーロの信用が暴
落したことに端を発する「ユーロ危機」と，その延長上に位置づけられる「ヨーロッパ
の夢の終焉」への警鐘を意味している。そして彼が言及する「ヨーロッパの夢」とは，
本論文を参照すれば，たとえば， 2000年に EUの「リスボン戦略」が， 2010年までに
実現すべき EUのあり方として描いた状況，すなわち，「持続可能な経済成長とより多
くの満足のいく仕事，より強固な社会的一体化を可能とする，世界最高水準の競争力を
有し，ダイナミックな知識ベースを備えた経済」が実現している社会である。またさら
に，リスボン条約第 2条において，「多元性，差別のないこと，寛容，正義，連帯そし
て男女平等が行きわたっている社会において，加盟国に共通する」価値観，すなわち，
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「人間の尊厳，自由，民主主義，平等，法の支配の尊重，およびマイノリティに属する
人びとの権利を含む人権尊重」等々が，遍く行きわたり，享受されている社会である。
ところが，このような「ヨーロッパの夢」が上述の「ユーロ危機」によって， 2009年
以来， EU加盟の国ぐににおいて，文字通り音を立てて瓦解しつつある。そして，その
ような現在進行中の EU 全般の， EU の存続そのものにもかかわる危機的状況—EU
懐疑主義と「EU嫌い」……一ーを，上の (1)で言及した欧朴l司法裁判所のローク
ラークとして培った EUに関する実践的視点から，極めて広い視野にたってトータル
に把握しつつ，その問題状況を，理論的，実践的に分析したところに，本論文の最大の
特徴のひとつがある。また，そのような実践的分析のみならず，彼のアカデミックな主
たるバックグラウンドたる，法理論，法社会学，比較法文化論の視点をも加味しつつ，
それらの問題状況への対処に際して依拠すべき基本的原理や理念をも提示している所に，
本論文のもうひとつの特徴がある。ベンゴエッチャは言う。
「上述したように，とりわけ尊厳と連帯が EUのよって立つところの価値であ
る。これらは社会科学者や法律学者が関心を有している事項である。ユーロ危機
ー一それを引き起こした金融の破たんよりも規模が大きく，深刻である一ーは，
ヨーロッパ統合に関する法社会学的研究，あるいは比較学者，社会哲学者としてわ
れわれが探求すべき論題なのである。」
ベンゴエッチャは「ユーロ危機」を， 主として経済的，金融的，財政的な複合的要素
で捉えている。すなわち，「ユーロ危機はつぎのような諸要素がまじりあっており，前
例のない危機である。抵当権を設定された個人債務危機，事業投資のための貸付金の獲
得の困難化，公債危機，銀行危機，ゼロもしくはマイナス成長，高い失業率，福祉国家
の公的支出に対する抜本的引き締め，公的セクターの危機，制度設計の失敗，および信
用危機，等々である。」しかしながら，上で参照したように，ベンゴエッチャは「ユー
ロ危機」を，「それを引き起こした金融の破たんよりも規模が大きく，深刻」なものと
捉えている。であるがゆえに，「上で言及したさまざまな経済上，金融上の，そして政
治的危機から脱出する方法を見いだすことが緊急の課題となっている」だけではない。
「それと同様に，ヨーロッパにおける多様性を理解し，法体系（多元主義），法管轄
（国境を超える訴訟）そしてあらゆるレベルーーロー カル， リージョナル，国家そして
超国家一ーの制度に広がっている，文化的多様性と法的，道徳的主張やチャレンジを分
析し，これらのレベルでのさまざまな応答がいかに新たな多元的状況を生みだすかを検
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討することが，同じく緊急の課題となっている。」と指摘しているのである。
ベンゴエッチャは，経済，金融，財政問題に端を発する「ユール危機」を，彼が自ら
の理論的，実践的検討の中核に据えている，〈ヨーロッパにおける多文化主義とその法
的帰結たる多元的法体制〉という視点から，本稿において独自の検討を行っているので
ある。そして彼の理論展開の柱は，社会的，文化的，宗教的，言語的，……等々の「マ
イノリティ （集団）」である。ベンゴエッチャは言う。
「これらの危機への解決方法は， ヨーロッパ人としての完全なる市民権から排除
された，多くのマイノリティ集団のようなさまざまな影響を受ける人々を排斥し
たうえで，良く組織されたステークホルダーのみによる，また彼／彼女らのみのた
めに，生み出されることはできないのである。ヨーロッパが利己的になり，また世
界の多くの部分を排除し，内外の連帯を破棄するという危機に陥っているときに，
まさにこのような事態が生じる。多様性への対処という問題に戻るならば，ヨー
ロッパ人としてのわれわれのアイデンテイティのみならず，移民，ムスリム，キリ
スト教徒，無神論者，不可知論者，女性，男性，バスク人， ドイツ人，イタリア人，
アイルランド人，スコットランド人，ロマ……としてのアイデンテイティが危う＜
されるのである。そしてこのような多様なアイデンテイティのきわめて多彩な形で
の形成は，包括的で寛容であり，かつポピュリズムやショービニズムあるいは排外
主義的ナショナリズムからは，はるかに距離を置いておかなければならない。」
彼のこの指摘とは全く逆に，「ユーロ危機」以後のヨーロッパでは，右翼政党による
反ヨーロッパ主義＝欧州懐疑主義「欧州嫌い」と歩調を合わせて，ナショナリズム，
ポピュリズム，反移民主義，反多文化主義，等々が蔓延しつつある。それは， EU全体，
すなわち， ドイツ，イギリス，フランス，スペイン，ギリシャ……に広がっており，た
とえばロマやムスリムヘの全ヨーロッパ規模での排斥傾向が強まってきているのである。
ベンゴエッチャはこのような「ユーロ危機」以後のヨーロッパのマイノリティをめぐ
る現状に対して，強い懸念，危機感を表明している。ベンゴエッチャは言う。
「［福祉を中核とする］社会モデルと連帯の後退は寛容の終焉を示しているよう
である。われわれが多文化主義一ーそれは平和，法の支配，単一市場と合わせて，
ヨーロッパ統合のもうひとつの宝物である一ーに目を向けるならば，停滞感はます
ます憂鬱なものとなる。」そして彼は，第 2次大戦前夜のナチスドイツによるユダ
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ヤ人とロマのヨーロッパからの排斥と抹殺という歴史的事実を，決して忘れてはな
らない歴史的教訓として言及しているのである。「ヨーロッパ，とくに一ーただし
もっぱらではないが一ー ドイツとオーストリアはユダヤ人とロマが被った，悲劇的
な人種差別の歴史を有している。それは100年前に勃発した世界大戦での敗北の後
にドイツに課せられた，不公正な負債に主として関連して生じた，過酷な金融・経
済危機，大量失業，そしてとんでもないインフレと軌を一にしている。われわれは
その時に何が生じたのかを忘れてはならない。」
このような，文化多元主義，多元的法体制，マイノリティをキーワードとして執筆さ
れたのが，「ヨーロ ッパの夢の終焉とユーロ危機への目覚ましコール」論文である。
それでは，以下， 4. 5. において，ベンゴエッチャの 2本の論文を翻訳する。
4. ベンゴエッチャ「ヨーロッパの夢の終焉とユーロ危機への
目覚ましコール」論文の翻訳
I. ヨーロッパの夢の普及1)
2008年の金融恐慌以来，多くの EU加盟国での EUの在り方に対する失望や連帯感
喪失への不安などの結果， EU内には退廃ムードが漂っている。そのような停滞は，第
ーにユーロ危機とヨーロッパ市民の政治に対する脱力感ー一それはしばしばいくつかの
加盟国政府も有している感覚である一ーと関わっている。相当の改革が必要だという考
えがさまざまな社会分野で共有されているが， しかしはたしていかなる変化が必要であ
るのかということについては，各分野ごとでさまざまである。すなわち，重大なる制度
改革が必要と考えられている分野もあれば，わずかな修正で十分だと考えられている分
野もある。そこで抱かれている不信感から， ドイツをはじめとする北ヨーロッパの債権
国への債務を帳消しにしたいと望んでいる「怠惰な南ヨーロッパ人」，あるいはその逆
に，南を窒息死させるような構造的改革を押しつけ，ユーロ債を引き受けることで連帯
感を示すことを拒否するような過酷な北ヨーロッパ，というイメ ージと固定観念が広
がっている。
現在の状況はおそらく，「かつてはうまくいっていたのだ」ということで説明される
だろう 。あるいは以前の状況は夢か幻だったのかもしれない。あるいはまた，かつては
希望に満ちた思考様式を有していたが，現在は悲観論者になったのかもしれない。それ
でははたして，かつては何に対して満たされた気持ちを有していたのか? 2000年にリ
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スボン戦略 (LisbonStrategy)が， EUを2010年までにはつぎのようなものへと創造し
ていくための行動• 発展プランとしてスタートしたのを記憶しているだろう。すなわち，
「持続可能な経済成長とより多くの満足のいく仕事，より強固な社会的一体化を可能と
する，世界最高水準の競争力を有し，ダイナミックな知識ベースを備えた経済」が実現
している EUである。これはジョージ・オーエル (GeorgeOrwell)の「1984年』のよ
うな，たんなるイメージ向上のための饒舌な「宣伝文句」ではなかった。ヨーロッパ統
合モデルを称賛するアナリストやエコノミストもおり，金融自由化とインフレに対する
純粋な通貨論争での勝利によって，ユーロ批判は簡単に論駁されていたのである。
『ヨーロッパの夢』においてジェレミー・リフキン (JeremyRifkin)は，過去50年
間での EUの出現と進化，そしてヨーロッパの価値観とアメリカの価値観の相違を描
き出している。国家主権を真に克服したはじめての統治システムとして，リフキンに
とって EUはアメリカに対抗しうる「ソフトな」超・経済大国であり，またグローバ
ルに影響力を有する超大国となる潜在力を有している。しかしそれは，個々の加盟国の
富の蓄積を通じてヨーロッパ全体の安定を見いだすのではなく，各国の連帯と基本的人
権の尊重を通じて安定を見いだすアリーナなのである2)。民主的で系統だった資金投入
と持続可能な発展，および自由，安全そして正義が実現されているエリア，等々という
ことが， EUの正統性を確固としたものにするのである。
リスボン条約におけるオプティミズムにおいては， EUを設立した条約は「ヨーロッ
パの人びとのあいだのより緊密な統合を生みだすためのプロセスに新たなステージー一
そこでは， EUでの決定はできる限りオープンかつ市民に密着して行われている＿ を
創造」しているものと解釈されていた3)。リスボン条約はヨーロッパのエートスもしく
は理想的なあり方を，つぎのふたつの面から明確にしている。第 1に同条約第 2条にお
いて，「多元性，差別のないこと，寛容，正義，連帯そして男女平等が行きわたってい
る社会において，加盟国に共通する」価値観といった， EUが基本としている価値を列
挙している。すなわち，その価値観とは「人間の尊厳，自由，民主主義，平等，法の支
配の尊重，およびマイノリティに属する人びとの権利を含む人権尊重」等々である。そ
して第 2に，第 3条において EUの目的を明示している。長々とした諸目的のリスト
のなかでとくにつぎのものに着目したい。すなわち，均衡のとれた経済成長と物価の安
定に依拠するヨーロッパの持続可能な発展，完全雇用と社会発展を目的とする高度に競
争的な社会市場経済，および環境の質を高い水準で保障し，改良すること，等々である。
われわれは EUのエートスをいかに理解すべきなのか？ われわれは常にシニカルで
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あるということ，そしてまた，われわれはそれらの価値の存在を信じてはいないが，そ
れらの価値故にグローバルにわれわれを引き立たせ， したがってわれわれはそれらの価
値を宣言したということを認めるべきなのか？ おそらくそのような意味もあるだろう 。
あるいは，それらはわれわれの政治的な行動や，当然に法的な推論をも導いている願望
であり，また指導的理念と考えるべきだろうか？ これらの疑問に対する答えは，いか
なるタイプの人間になりたいと望むかによって異なるだろう。
ルドルフ・ヴェント (RudolfWendt)教授との短時間ではあるが密度の濃い 2度の
出会いにおいて，ヨーロッパが依拠すべきでありかつドイツが極めて貴重な貢献をする
ことのできるこのエートスを，見事に体現していると私自身見いだした，生粋のヨー
ロッパ人でかつドイツおよびザールランド人たる法律家に遭遇する機会をもった。最初
の出会いは，われわれの共通の友人たるヘイク・ユング (HeikeJung) と私自身で組織
した， ヨーロッパにおける司法の自律と異質性に関するワークショップにおいてであっ
た。そのワークショップでルドルフはザーランド1'-1の憲法裁判所での裁判官の役割につ
いて，非常に目配りの利いた報告を行った。そして再度，ヘイク・ユング，ヘルシンキ
のキモ・ヌオチオ (KimmoNuotio) と私で組織した「ウルテイマ・ラチオ」 (ultima
ratio) の原理に関するワークショップで，そこではルドルフは比例性原則との関係で
ウルテイマ・ラチオを分析した凡
ルドルフ・ヴェント教授記念号への投稿論文たる本稿は，比例性原則もウルテイマ・
ラチオをも論じておらず，裁判官とりわけ憲法裁判所および EU裁判所の裁判官が，
EUと多くの加盟国や社会に相当のダメージを与えるような，深刻な体系的危機に直面
した場合の裁判官の役割について論じている。本論文のタイトルが示しているように，
われわれは目覚めなければならないが，それにしたがって共同して行動すべき大望と理
念を忘れてはならない。
したがって本稿の目的は， EUはその目的とエートスを実現しているのか否か，また
本稿の冒頭で言及した無力感ははたして正当化されうるのかを分析することである。私
は本稿において，現在ヨーロッパが直面しているさまざまな危機のあいだに存在する，
系統だった結びつきあるいは構造的繋がりを説明したい。すなわち，ユーロ危機，多く
のセクターや経済そのものの停滞あるいは不況（不景気？）と連動する経済危機，社会
福祉の危機，社会統合と多文化主義の危機，多くのヨーロッパの国々での政治上の危機，
EUにおける制度上の危機，さらには国際共同と人道上の援助に関する危機，等々であ
る。これらの危機のあいだの関係が単線的あるいはまったくの偶然的なものではないこ
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とは明らかであり， きわめて系統だったかたちで結びついているのである。
I. 目覚ましコール
本稿冒頭で言及したように，突然の危機的状況に置かれていることをわれわれは認識
している。元来ヨーロッパは多様であり，また中規模の金融上の変動ー一それがグロー
バルなものだということに気づくまでは一~ 地理的にもヨーロッパを取り囲んでい
るとわれわれは考えていた。そして最終的には現状に甘んじていたのである。ヨーロッ
パ， とくにそのいくつかの国々は，当初予想していた以上にひどい状況にあり，なにが
しかのことがなされなければならなかった。たとえば，ギリシャは債務不履行に陥って
いたにもかかわらず，そのことを示すデータすら改ざんされ，状況を直視していなかっ
たのである。これはまさにわれわれヨーロッパ人に対する目覚ましコールであった。
主たる要素は「構造改革」という婉曲表現で把握されている。すなわち，国家財政と
予算の縮小，削減と債務縮小の推進，国債利子支払い優先，およびますます高騰する借
り入れコスト，等々である。パニックだという感覚は．そのような過酷な構造改革をい
かに実現するのかに関して，当事者間もしくはヨーロッパ全体で意見の一致を見るまで
には（いまだ） 一般化していない。しかし2014年 6月の欧州議会選挙は，ギリシャの債
務超過と同じく重大なる目覚ましコールである。全加盟国に緊迫感が共有されるために
は，はたして状況はどの程度まで悪化しないといけないのか？ そのために不可欠な広
範なる合意は，社会福祉の再配分やすべての市民が福祉や基本的な公共財へのアクセス
を共有することなどを含む，財政上，経済上の改革を超えたより多くの改革についても
取り決めていなければならない。上述したように，とりわけ尊厳と連帯が EUのよっ
て立つところの価値である。これらは社会科学者や法律学者が関心を有している事項で
ある。ユーロ危機一ーそれを引き起こした金融の破たんよりも規模が大きく，深刻であ
る一ーは，ヨーロッパ統合に関する法社会学的研究，あるいは比較学者，社会哲学者と
してわれわれが探求すべき論題なのである。
1. 金融恐慌
2007年から2008年にかけてはじまった金融恐慌以来，ギリシャ，ポルトガル，アイル
ランド，スペイン，イタリア，ルーマニア，およびハンガリーの経済が遭遇し，またそ
の後の 3年間の第2波の不況へと引きずり込んでいる，債務危機問題を解決すべ<EU 
のト ップレベルの政策立案者たちが一連の会合を開催している。これらの会合は．ユー
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ログループ，経済・金融問題理事会 (Ecofin)およびヨーロッパ理事会などによる会合
を含んでいる。「ユーロ危機」は2010年以来開催されてきている国際的なサミットー一
ヨーロッパのサミットのみならず， G8 (アメリカ・キャンプ・デヴィッド， 2012年 5
月中旬）あるいは G20(メキシコ・ロス・カボス， 2012年 6月中旬5)) などをも含む
一 の主要議題のなかの主な項目である。ユーロ危機はつぎのような諸要素がまじり
あっており，前例のない危機である。すなわち，抵当権を設定された個人債務危機見
事業投資のための貸付金獲得の困難化，公債危機，銀行危機，ゼロもしくはマイナス成
長，高い失業率，福祉国家の公的支出に対する抜本的引き締め，公的セクターの危機，
失敗に終わった制度設計，および信用危機，等々である。新たなメンバー（オランド
(Hollande) , レンツィ (Renzi), モスコビッチ (Moscovici) など）が，経済成長を刺
激するための新鮮なアイデアを持って加わってはいるが，これらのサミット会合からは
ほとんど何も期待することはできない。 2008年から2009年にかけての銀行と金融セク
ターでの破たんは，迫りくる危機の中核に位置している。しかし税金からの必要な資本
注入がなされてから以後は，規制の試みそのものに抵抗しているようであるし，また優
れた企業家精神を有している企業家への貸し出しを保障するというような役割を果たし
ていない。このような「反動」ははたしてどのように説明可能であろうか。
2. ヨーロッパにおける経済上のガバナンスの危機
このようなユーロ危機に連動するヨーロ ッパでの近年の一連の出来事は，社会におけ
る亀裂，政治上の方向感覚の欠如あるいはビジョンの欠落，制度疲労，あるいは EU
構想の失敗といった印象をさえわれわれに与えている。ヨーロッパのリ ーダーというス
タンスをとる各国の政治家たちは一―-EU条約にもとづいてすでに定立されているルー
ル，あるいはユーロサミ ットで提起された新しいルールを適用するならば，危機を乗り
越えることができるかのように 事態は収束しつつあるかのようなイメージを与えよ
うとしている。ヨーロッパ連邦主義者は，いまこそヨーロッパ統合のプロセスにおいて
新たな，かつ大胆なステップを踏むべき時だと考えている。政治上，金融上の統合のみ
がユーロを救うことができるのだという考えは， 一般に受け入れられている意見である。
またそれは，仮にユーロが消滅すれば EUも失敗に帰するという，人口に謄炎された
意見のいわば変化球でもある。しかし，より大規模で親密な統合への素朴な信念によっ
ては，制度設計の不十分さを補うことはできない。そして欧外1懐疑主義が声高に語られ，
また， 2014年 5月のヨーロッパ議会選挙が物語っているように，ユーロ嫌い (Euro-
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phobes)がヨーロッパのいたるところでいろいろなかたちであらわれてきている。金
融恐慌としてはじまったはずのものが，いまや，危険で大きな広がりを持つポピュリズ
ム的，全体主義的，そして反統合のスタンスと，政治への「官僚主義」と市場干渉の促
進へとスライドしていく危険性を惹起している。
興味深いことに EUの諸条約はユーロ圏からの脱退に関する事項を何ら規定してい
ない。その可能性が考慮すらされていなかったのは明らかである。つまり，ユーロは逆
戻りできないプロジェクトと考えられていたのである。しかしながら最初の 3年間の金
融恐慌の後の，さらにその数年後には，ユーロを救い出すことが新たなスローガンとな
り，またユーロ圏の南北分割（アイルランドは南に分類）という話題が一ー決議機関に
おける議題としてではないが一一学者の世界のみならず真剣な実践的討論の場で， 2012
年後半まで主題となっていた。ヨーロッパのリーダーたちはユーロに介入し，擁護する
ために多大の努力を払ってきている。たとえば，ヨーロッパ中央銀行総裁のドラギ
(Draghi)氏は， 2012年 8月2日の記者会見でつぎのようにのべている。「反ユーロに
与することはナンセンスである一一つまり，ユーロをなくすことはナンセンスである。
……リラやドラクマ，その他いかなるものであれ，個々の通貨に逆戻りしてはいけな
い。」彼は，「ヨーロッパ中央銀行はユーロを救うためには「いかなる事柄でも』行う用
意ー一たとえば，中央銀行がスペインやイタリアのような国々の国債を，それらの国々
が債務削減のための有効な措置を取り，経済の立て直しの努力をするという条件の下で，
買い取る用意があるということを示唆しつつ一ーがあると……世界に向けて語った 1週
間後に」7)このように記者会見で語っている。ヨーロッパ中央銀行が介入し，ユーロ圏
に属する国々が抱える国債を無制限に買い取ることによって，ユーロの凋落を回避する
という決断をしなければならないほどにその危機感は大きいのである見
政治（ガバナンス）と経済は，心理学に対するのと同様に，極めて密接に結びついて
いる。ビル・クリントン (BilClinton) の有名な一句―-「それが経済だって，馬鹿
な！」 —―ーは，つぎのように修正されるだろう 。 ：しかしそれは政治でもある。あるい
は，かりに一定の（賢明に見えるが厳しい）経済政策（たとえば構造改革）が行われた
ならば，つぎの選挙で再選されないかもしれないという恐れ， というべきであろう。さ
らに， ドイツ憲法とドイツ連邦憲法裁判所9)および欧州司法裁判所での， ESMに関す
る議論において非常に大きな関連性が現れて以後では，「経済の問題であるのみならず，
法の支配の問題である」ということも付け加えられるであろう 10)0 
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3. マクロ経済危機と緊縮経済
アイルランド，ハンガリーおよびいわゆる PIGS(ポルトガル，イタリア，ギリシャ，
スペイン）は不況に陥っている。そのうちでポルトガルとアイルランドは EUの介入
により救済されている。それにもかかわらずアイルランド人はレファレンダムにおいて，
新たなユーロの構造改革を支持している (2012年5月31日， 60パーセント）。イタリア
とスペインは救済されるには一ーそれぞれの公債と私的債務が極めて大きいゆえに一
あまりにも国家の規模が大きすぎるのであるが，スペインは同国の銀行破たんを救済
するために， 2012年6月10日のユーログループによって採択された介入措置実施を要請
した。現在ではアイルランドとスペインは構造に関わる動向での役割モデルとなってい
る。ただし以下で言及するように，各事例において政治的帰結は異なっている。
ギリシャの破綻，緊縮財政および再建措置ーーまずは "Grexist"(すなわちギリシャ
のユーロ圏からの離脱）を避けることを決定し実行に移さなければならない―によっ
て，すでに国内政治のあり方が変化している。すなわち，ふたつの主流政党が合わせて
約40パーセントの票を失い，非常事態政府の立ち上げに失敗した。また他方で，ネオナ
チ政党のゴールデン・ドーン (GoldenDawn)が移民に脅しをかけ，またつぎの攻蛇
のターゲットはお前たちだと「ゲイ」に警告を発している一ーそして， 6月17日の新た
な選挙のために召集された 1日議会において21議席（得票率 7パーセント）を獲得した。
ギリシャはなお厳しい緊縮財政措置下にあり，ギリシャに課された条件はかなり履行さ
れていると， IMFは考えている。ギリシャはトロイカ体制によって課された第 5次債
務持続可能性テスト (debtsustainability stress test) を受けている。国民の選挙開催要
求にこたえる形でサマラス首相 (Samaras)は， 2014年9月8日につぎのようにのべた
と金融市場ニュース (MNI)記者は報じている。「わが国にとって，財政援助を受ける
ことからいったん身を引く時が近づいている。そしてかりにいままさにプレ選挙のキャ
ンペーンがはじまるとすれば，われわれがその実現を目指してきたすべてのものを失う
危険性があるだろう。」
ギリシャ同様に経済危機によって影響を被っているハンガリーは特殊なケースである。
すなわち，ビクトル・オルバン (ViktorOrban)政府を支持する強硬な多数派ナショナ
リストのことは横に置くとしても，「準軍事的な」 HungarianGuardと提携する「反ジ
プシー」の立場をとる Movementfor a Better Hungary (得票率17パーセント）が存在
する。また，「法を通しての民主主義」のための欧朴l理事会ベニス委員会は，ハンガ
リーの憲法適用プロセスとその帰結に懸念を表明している I)。ルーマニアの「民主主
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義」もまさに問題を抱えており，最近大統領を追放するためにレファレンダムを実施し
たが， 2012年には規定の投票数に達しなかったゆえに水泡に帰した。これらの 2国では
政治的危機が経済的危機の存在を見えないようにしている。ポーランドは近年政治的に
は退行したが，危機を脱したようである。また首相のドナルド・トゥスク (Donal
Tusk) はファン・ロンパイ (vanRompuy) に替わって2014年12月1日に欧州理事会の
議長になった。
スペインはまったく特殊なケースである。公式の失業率は約25パーセントで，過去 3
年は若者の半分が失業していた。しかし政府は縮減経済のスローガン「財政削減をしな
ければ投資家や国際機関から見放される」 ('cutor be cut'), これはグローバルマーケッ
トの故にであると言われている12)。選挙のインパクトは非常に遅々としているが着実
である。与党の PopularPartyは2011年の選挙では絶対多数を獲得した。2014年5月の
欧州議会選挙では， Podemos(いきなり 120万票を獲得）ー一分‘類するのが難しいが
反・緊縮経済の運動で，すでにスペイン政治の動向を変化させている一 の異常な結果
があらゆるアナリストを驚かせた。さらなるふたつの特徴は， PopularParty (唯一で
はないが主なる事例である）における腐敗のすごさと，カタルーニャでの自らの地位を
決定する自決権運動に関して，スペイン政府と憲法裁判所はその問題を検討すること自
体を，違憲であるとの理由で一貫して否定している。
イタリアではマッテオ・レンツィ (Matteo Renzi)が一定の政治運動を経て，政府理
事会議長（首相）に就任して以来，事態は安定しているようである。それ以前には，選
挙によって選出されていない首相たるマリオ・モンティ (Mario Monti)が，「必要な」
改革を決断し実行することを，想定外の方法で「強要されて」いた13)。この場合アナ
リストのシグナルは，民主的代表制に対する絶望の感覚ではなく，むしろ「イタリア共
和国功労勲章」の権威の失墜を見なくてもよいことへの安堵感であった。シルビオ・ベ
ルルスコーニ (SilvioBerlusconi) は最終的にはその受賞の権利を放棄した。モンティ
は選挙候補者として立候補することは望んでおらず，議会から国の指導者になるように
依頼されることを望んでいた。2013年の総選挙は，ヨーロッパ全体の状況判断とイタリ
アの解釈，そして自国の政治的混乱状態に対するイタリア人の理解のあいだには，大き
なギャップが存在することを示している。選挙後優位に立っていたレッタ (Letta) は，
レンツィがかれの選挙区に対抗馬を立てたので，議会において重要な議席を失った。
ベッペ・グリロ (BeppeGrillo) とかれの「五つ星運動」 (5Stelle Movement)は選挙
のさしあたりの勝者であるが，政権を担うことはできなかった。ヨーロッパ議会選挙は，
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イタリア首相およびヨーロッパの社会民主主義のリーダーとしてのレンツィの地位を確
固としたものにしたようである。
フランスでは「国民戦線」 (FrontNational)が2014年 5月の欧州議会選挙において
最多得票を得ており， 2012年春の第 1ラウンドでは650万票を獲得している。すべての
政党はポピュリスト的な反移民を唱えている。フランソワ・オランド (Francoi
Hollande) はこれまでの大統領選のなかでも人気は最低である。緊縮経済を続けている
ことと将来の見通しを欠いていることがその主な原因である。前大統領のサルコジ
(Sarkozy)は，シェンゲン体制の見直し提案を行い，アドホックな基礎のもとで内部
の国境の再設定の可能性をも示していたJ,t)。フランス総選挙の翌日にオランダの「自
由党」 (FreeParty) は，緊縮経済に重点を置くオランダ政府を支持しなかったゆえに，
政府は転覆した。しかし2012年9月12日の総選挙では，自由党は支持を大幅に失った。
英国政府と与党の保守党は長年にわたって欧州懐疑主義であったので，いまや自らの戯
言の故に罠に陥っている。 2014年9月18日のスコットランド独立の是非を問うレファレ
ンダムで，かろうじて勝利した（反対55パーセント）。その後に，保守党が再度勝利し
たならば別のレファレンダムが2016年に予定されているが，それは EU加盟の是非を
問うレファレンダムである。そしてレファレンダム実施にいたるまでは，あらゆる分野
において，さらなる統合を導入するような提案は現政府によって阻止される。2014年 5
月のヨーロッパ議会選挙において反 EU団体たる UKIPがはじめて英国で姿をあらわ
し，保守党はそれにエールを送った。
ドイツは2013年の総選挙の「大連立」 (GrossKoaltion)の下でも (OECDさえ支持
するユーロ債の発行を別とすれば）， EGBとESMによる刺激によって各国の経済を活
性化することよりも，逆に削減と改革の必要性を主張した。さらにまた， ドイツが自国
の金融業界（シティ）を絶対的に守ることを固持し，さらに，金融取引への課税処置に
反対する個人主義的な加盟国の態度に加えて，「外見上の」ドイツの冷淡さは，経済上
の分析を戦わすこと一ーケインズ学派対シカゴ学派ー一少以上のものが， ヨーロッパにお
いて進行しているのだ，という思いを人びとに抱かせている。
以上の分析は，すべての加盟国ではなくいくつかの加盟国における緊縮経済の政治的
帰結に関するものにすぎない。そしてこれらの出来事は，重大な「ヨーロッパの民主主
義の危機」が存在するということを示しているのである15)。
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4. 緊縮経済と社会モデルの危機
多くの国においてユーロ危機は， ヨーロッパ人が最も誇りに感じているひとつの特性
を数年前から侵食してきている。すなわち，多様な年金モデルと福祉，健康および教育
政策における社会安全ネットワーク，そして健康と安全分野における雇用者と雇用のハ
イレベルな保障，等々である。地中海式モデルや中央ヨーロッパモデル，あるいはスカ
ンジナビアモデルなどが存在するが，これらの類型はすべてヨーロッパ式の社会モデル
として， 一定の類似性を持つ同ーパターンとして融合している16)。それは「ヨーロッ
パの夢」として当然のことであったが，現在ではこれらすべての価値が危機にさらされ
ていると考えられている。緊縮経済が社会関係に対して与えるインパクトはきわめて大
きいだろう。それは社会福祉システムにおける危機であり， したがってヨーロ ッパのア
イデンテイティの危機でもある。というのは，連帯と上記のさまざまな社会モデルが
EUの明確なる未来を示しているからである。多くの都市の街頭での抗議（スペイン全
市における「 5月15日運動と抵当権流れの阻止」 (15-M and stop Desahucios) ; アテ
ネ；英国全土：占拠運動 (theOccupy movement) : フランス郊外での散発的暴動，
等々）や多くの同様な抗議は，これらの危機と社会的格差，よりよい教育を受けること
への若者の希望の欠如，そして，腐敗の嫌疑をしばしば受けるエリートたちによって，
人びとが無力化させられているということを示しているのである。
しかしこれは，共同開発と環境保護の分野における危機にも飛び火している。という
のは，共同して開発することを後退させるということは， ヨーロッパ危機のもうひとつ
の側面だからである。それはたんなる金銭の問題ではない。中央西アフリカにおける現
在のエボラの蔓延は，技術的，人的そして国際的協同を行ってきた， EUのような援助
を重視する地域と，キューバのようなそれほど重視しない国々のあいだのコントラスト
を明確に示している。同様に，政治モデルと個人の行動様式における利己主義は， もう
ひとつの危機の側面たる， ヨーロッパにおける環境と気候変動というアジェンダヘの取
り組みの縮減という結果をももたらしている。それはあたかも，地球温暖化と強力な環
境政策は，もはやそれなくしては生存の道が存在し得ない，予断を許さない高級品であ
るかのようである。東および南ヨーロッパのいくつかの国々は，社会や国家の発展を阻
害するという誤った考えから，環境問題のアジェンダヘの取り組みを減速させている。
逆にドイツはグリーン経済への移行を早める計画を加速化させているのである。
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5. 後退する福祉モデルと多文化主義の危機
社会モデルと連帯の後退は寛容の終焉を示しているようである。われわれが多文化主
義一ーそれは平和，法の支配，単一市場と合わせて，ヨーロッパ統合のもうひとつの宝
物である一ーに目を向けるならば，停滞感はますます憂鬱なものとなる。CDUの若者
へのスピーチにおいてメルケル (Merkel)首相は，「多文化」 ("multi-kulti")の終焉に
ついて言及している17)。英国首相のデヴィ ッド・キャメロン (DavidCameron)は，メ
ルケルのスピーチが行われた数週間後のミュンヘンでの安全保障会議でのスピーチにお
いて，多文化主義に対して最後の一撃を加えたと考えている 18)。かりにそこで言及さ
れている多文化主義の失敗が，それが含意している倫理的な相対主義の否定と，より相
互的でハイブリ ッドな間文化主義の賞賛によって推し進められているとすれば，ほとん
ど異議申し立てすべきところはないであろう 19)。ヴェルナー・メンスキー (Werner
Menski) は彼の大阪講義 (2002)で多文化主義に関するつぎのような興味深い比較を
行っている。「アメリカにおいては『メルティングポット』のイメージはなお有効では
ある。しかしそれはいまや『サラダボール』モデルによってと ってかわられている。サ
ラダボールにおいては，多文化的なサラダのさまざまな要素を混ぜ合わせても，文化的
でエスニ ックなアイデンテイティは消滅しない。キューリはキューリのままであり， ト
マトはトマトである。しかしそれらは， もとのキューリやトマトとはちがう味になって
いる。カナダにおいては「モザイク』モデルが，あらゆる種類の移民やその子孫とまじ
りあったカナダ社会のイメージを生みだすために用いられている。オーストラリアもこ
の多元化した事実を認識しはじめており，さまざまなヨーロッパの国々も，エスニック
マイノリティ集団とその社会一ー文化的諸要求を尊重するための種々のモデルを模索し
はじめている。」20)
ヨーロッパ全体での語りとそこで支持されている基本的な価値は，平等と差別のない
ことである。そして時には，これはお互いの相違を最高に尊重することと理解され，ま
た時には新たな市民となるためには，統一性したがって相違を排除することとも理解さ
れている。欧州人権裁判所は異なった「評価原則」 (doctrineof margin of appreciation) 
によって，条文の解釈においてはそれぞれの国々によって異なった解釈もしくは国内基
準を採用している。これはローレンス・フリードマン (LawrenceFriedman)が提示す
る「多様な平等の時代」ともいえるであろう 21)。しかし同時に，反・マイノリティの
感情や態度がヨーロッパのほぼ全域にあらわれている。したがってかりにわれわれがこ
れらのプロセスを理解するための，解釈のための社会科学のツールを現に有していると
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しても，いかなるステ ップを踏み出すべきかに関する規範的合意を生みだすことが可能
な実践的議論を有していないのである。TEUとEUの基本的人権憲章にのべられてい
る基本的人権と価値に依拠したとしても，おおよそのところしかわからない。したがっ
て，そこでのべられている権利や原理，価値が相互の関係において，そしてまた必要性
や適切さ，より制約の少ない選択肢が存在しないこと，均衡の基準といった比率性の原
理によ ってはかられた，正当化可能な制限などと比較衡量がなされねばならないのであ
る。
6. 制度の危機と民主主義
さらには， ヨーロッパにおいては民主主義の危機も存在する。というのは，社会福祉
と民主主義の質がますます相互に関連してきているからである22)。この憂鬱なヨー
ロッパに関する語りに関してふたつの疑問を提示することができる。すなわち第 1に，
グローバルな金融制度やヨーロッパの諸機関，ネオリベラルなシンク・タンク等々に
よって緊縮経済措置に関してコメントされたことと，極右的なポピュリズムの勃興との
あいだには関連があるのか，またあるとすればいかなる関連か？ ここには，社会シス
テムあるいはコンフリクトの理論家や方法論者のみならず23), 経済学者や政治学者，
そして法人類学者にと っても典味深い問題が存在する。興味深いことに，欧州委員会は
そのような関連性を否定するが，各国のリーダーたちを非難しつつも，そのような兆候
が存在することは認識している24)。そして第 2の疑問は，規範的で憲法に関する将来
展望である。デモスの要素たるヨーロッパ市民がこれらの危機から出現するのか，ある
いは国民国家的な憲法的コンテクストあるいはサブ国家的な場が，緊縮経済と連帯の政
治に関する自然なフォーラムであり続けるのか，である25)。これらの問題に関する議
論のためのフォーラムあるいはアゴラが徐々に展開しつつある。それらは経済と金融の
危機に立ち向かうために必要な諸決定が有効なものとなり，また文化的多様性にうまく
対処するための包括的な戦略にと って必要な社会的連帯が，調和のとれた措置を想起さ
せるための場となっている。
われわれは主権や実践理性に関わるこれらの問題― たとえば寛容や連帯ーーに関す
る討議や決定のための，唯一のもしくは主たるフォーラムとしての国民国家というもの
が凋落しつつあるのを目の当た りにしている。このようなグローバルでリベラル，そし
て個人的な市場モデルとリスクの新たな場―-EUがそのような場であると考えている
—を受け入れがたいと考えるセクターも存在する 。 そしてそれらは，ナショナリズム
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とポピュリズムによって提供される「安全保障」が魅力的であると感じている。それら
はおそらく EUとは異なったタイプの夢を見ているのであり，その夢は欧朴I連邦主義
者の視点からは悪夢と思われるものである。これらの両極のあいだに第3の選択肢がな
ければならない。そして，社会一法的で比較法学者がこれらの現象を分析しなければな
らない。社会科学の方法論はナショナルなものであり続けることはできない。
皿.EU再構築の構想
ヨーロッパ人は目覚めている。ペシミズムや欧州懐疑主義に陥るのではなく，問題の
ありかを明確にし，解決策を明らかにすることが必要であるということが徐々に了解さ
れつつある。多くのヨーロッパの知識人たちが共著論文において再び夢という比喩を喚
起しつつ，つぎのふたつの相関連するドグマを識別している。すなわち，社会政策に関
しては緊縮経済と削滅および移民に関してはヨーロッパ要塞と諸制限，さらに，民主
主義や社会の発展，諸個人間の平等の推進，そして，危機によって加速されたさまざま
な民族的，社会的暴力によって直接に苦しめられている人びとを保護するという精神を
新たに推進するように，ヨーロッパの諸制度の奮起を促すこと，等々である26)。発展
の遅れた世界に対してヨーロッパが負っている責務が，これらの精神につけ加えられね
ばならない。国際的な連帯と寛容は，対外的な援助や共同開発，そして平和構築と移行
期正義のための国連の「文明の同盟」への支持の減少と連動していることは，大いに懸
念される兆候である27¥
この議論は，多言語的，多文化的なコンテクストにおけるいわゆる民主主義の赤字を
克服することができる一ーまた，デジタル化時代の直接民主主義という新たな形態の民
主主義の展開というー一新たなタイプの民主主義に向けても，この必要性を拡大してい
る。「人権に関する欧州委員理事会」メンバーのニルス・ヌイツェクス (NilsMuizieks) 
は，提案された緊縮経済措置に関して一般市民と議論するために締約国に呼びかけ，ま
た占拠運動に関しては，危機から脱出する方法を見いだすために市民社会と議論するこ
とを呼びかけた。アイスランドやアイルランド，その他の地域で試みられてきた実験は，
新たなことがらを明らかにしていくための基礎である。彼は若者や高齢者，同性愛者と
いった最も傷つきやすい人びとの基本的人権のために戦う必要があると考え，また教育
と国籍に関する移民の権利を確固としたものにする必要があると主張した28)。
投票メカニズムを通じて市民の決断を明らかにすることは基本的なことで，個人の選
好を表明する機会を削減することは民主主義に反している。スペイン政府と憲法裁判所
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が―—―英国とスコットランド政府が，独立に関して自らの見解を表明したいとするス
コットランド人の望みに対応したやり方とは対照的に一一ー 自らの地位について決定した
いとするカタルニア人に対してとったやり方は，まさに上で言及した機会の削減だと私
自身は考えている。
すでに見たように，現在のヨーロッパの危機のさまざまな側面，すなわち金融ー経済
危機，社会的，政治的，多文化的危機は，歴史的，比較的そして社会的に研究されるべ
きものとして，多様な形で相互に関連し合っている。社会的連帯は大きく揺らいでおり，
それが一ーローカルにもしくはヨーロッパにおいて一一論じられ，確定され，準備され，
また社会の包摂が促進される政治的，制度的場，言いかえれば「社会憲法」29)が，政治
と正統性（人びとと政体の融合）の，そして究極的には国民国家形成とデモスの憲法の
フォーラムを決定する鍵となる要素である。
上で言及したさまざまな経済上，金融上の，そして政治上の危機から脱出する方法を
見いだすことが緊急の課題となっている。それと同様に，ヨーロッパにおける多様性を
理解し，法体系（多元主義），法管轄（国境を超える訴訟）そしてあらゆるレベルー一—
ローカル，リージョナル，国家そして超国家一ーの制度に広がっている，文化的多様
性と法的，道徳的主張やチャレンジを分析し，これらのレベルでのさまざまな応答がい
かに新たな多元的状況を生みだすかを検討することが，同じく緊急の課題となっている。
結局，これらの危機への解決方法は， ヨーロッパ人としての完全なる市民権から排除
された，多くのマイノリティ集団のようなさまざまな影響を受ける人々を排斥しつつ，
良く組織されたステークホルダーのみによる，また彼／彼女らのみのために，生み出さ
れることはできないのである。ヨーロッパが利己的になり，また世界の多くの部分を排
除し，内外の連帯を破棄するという危機に陥っているときに，まさにこのような事態が
生じる。多様性への対処という問題に戻るならば，ヨーロッパ人としてのわれわれのア
イデンテイティのみならず，移民，ムスリム，キリスト教徒，無神論者，不可知論者，
女性，男性，バスク人， ドイツ人，イタリア人，アイルランド人，スコットランド人，
ロマ……としてのアイデンテイティが危うくされるのである。そしてこのような多様な
アイデンテイティのきわめて多彩な形での形成は，包括的で寛容であり，かつポピュリ
ズムやショービニズムあるいは排外主義的ナショナリズムからは，はるかに距離を置い
ておかなければならない。
ヨーロッパ， とくに一ーただしもっばらではないが一ー ドイツとオーストリアはユダ
ヤ人とロマが被った，悲劇的な人種差別の歴史を有している。それは100年前に勃発し
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た世界大戦での敗北の後にドイツに課せられた，不公正な負債に主として関連して生じ
た，過酷な金融・経済危機，大量失業，そしてとんでもないインフレと軌を一にしてい
る。われわれはその時に何が生じたのかを忘れてはならない。フランスのみならず他の
多くのヨーロ ッパの国々における共同の歴史は，現在でも十分かつ明確に記憶されてい
る。歴史学者と人類学者は興味深い道しるべを提供している。近代ヨーロ ッパにおける
反マイノリティおよび反多元の感情は，現在ではムスリムと再度ロマに向けられている。
アムネスティ・インターナショナルの報告は，フランス，スペイン，ベルギー，スイス
そしてオランダにおけるムスリムヘの差別的動向（意見，態度のみならず， 一定の服装
や一定の建築を禁ずる法規範なども含む）を見いだしている30)。純粋にヨーロッパの
みに居住するマイノリティたるロマのおかれている状況は， 2010年9月にルーマニア系
ロマに対する，計画的で大規模なフランスからの排除の問題から明らかとなった。それ
は，後には挫折するが，ヨーロッパ委員会の侵害手続に持ち込まれた31)。しかしハン
ガリーやルーマニアおよび他の中央ヨーロッパの国々のロマが置かれている窮地は，
ECHRの下での多くのケースが示しているように改善されていない32)。
ポピュリズムーーナショナリズム，欧朴l懐疑主義そしてピリス (Piris) の言葉33)で
は排外主義，および反・コスモポリタニズムの感情の混合一一ー は拡散しており，経済的，
社会的な福祉の危機によ って拡大する，内外の連帯の縮減によって増幅されている。そ
して最悪の戦略は彼らの土俵上で戦うことである。
ヨーロッパは寛容の価値を取り戻し，あらゆる種類の原理主義と闘うために啓蒙主義
からその基本精神を求めなければならない。というのは，ベック (Beck) とグランド
(Grande)がわれわれに想起させているように，「原理主義者が嫌うことはすべて，確
実にヨーロ ッパ的なものとして賛美し，育むべきものである。悲しむべき『意味の空
白』，『デカダンス』，「中庸の喪失』，人間というもの，西洋というものに関する形而上
学的なイメージの拒否。なぜか？ なぜならば，コスモポリタンなヨーロッパ人の特性
とは，いかなる者も，何が正しくて善であるのか，そして，他人を害しない限り，いか
に生きるべきかについては語らない，ということだからである。」(CosmopolitanEurop 
105) 
コスモポリタンなヨーロッパの人々ーー前衛芸術家的なさらなるもう一歩を欲するよ
うなヨーロ ッパの人々― にと っては，現在の危機はヨーロ ッパ連邦への大きなステ ッ
プを踏み出すチャンスでもありうる。このステ ップは， ヨーロ ッパ全体の経済＿通貨お
よび社会的統合一連帯を含んでいる。言いかえれば，経済と社会の基本構造のあいだの
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反省的均衡と，コスモポリタンな法的秩序と人権によって鼓舞された， ヨーロッパ市民
とヨーロッパの人びととのあいだの連邦的で多元的な文化的対話である。これらの規範
的な諸提案は，分析し，議論するに値するものである。
われわれはすでにその諸問題を分析し，何がなされる必要があるのかを明らかにした。
そこでさらなる問題は，われわれは法律家として何をなすのか，すなわち，何をなし得
るのか，何をなすべきなのか，何をなそうとするのか，である。裁判所の行為は他の法
的アクターの行為に大きく影響を及ぽすので，はたして裁判官は何をなすべきなのかと
いう問題が重要である。この問題に関して私は可能なふたつの極端な解答を提示する。
第 1は保守的なもので，権力分立を尊重するものである。すなわち，立法者が必要な法
を定立し，裁判官が適用する。しかしかりに立法者が何をなすべきかを知らなければ，
あるいは突飛もない判断を採用したり，既存の権利や憲法に明言されている精神を侵害
した場合にはどうだろうか？ もうひとつの解答は，裁判官が人権と憲法上の概念を通
じて，創造的に法を用い，立法レベルにおける一貫性ある変更を促すことである。
それは司法の役割に関する個人の観念，すなわち法の内容を宣言する口，あるいは最
近オクスフォードのレズリー・グリーン (LeslieGreen) 34)によって主張されたように，
より創造的な行為者，等々に大いに依拠している。グリーンは裁判官の役割を，法適用
義務を果たす者一ーすなわち，正しい事実認定を行うこと，法の意味を熟知し，その知
識を更新すること，知性によって統制されていること，等々ーーしかしさらには，法の
意味を明らかにし，体系化し，紛争を解決するといった，法を改良する義務， したがっ
て市民の行為を導くという法の能力を高めること一ーそしてさらには，司法の独立や裁
判所機構の有効性を掘り崩そうとする者から法を守る義務，等々である。基本権や憲法
とEU法の諸価値を支持することは，私の考えでは法の擁護義務に分類され，場合に
よっては憲法や EU法に含まれているより高次の権利や価値の有効性を阻害する，制
定法あるいは国内法を適用しないもしくは無効とすることが求められることもありうる。
これは裁判所がアジズ事件35)のような消費者保護事件を一一国内裁判所において，人
びとあるいはより弱い立場にある消費者の権利を保護するために，法を適用しようとす
る裁判官を仮定するという手法をも用いて一ー扱う場合になされたことである。
分析の明晰さと判決作成における個人の権利保護の度量を結びつけるという能力を有
する裁判官もいる。それはつぎの 3つの要素の混合である。すなわち，公平さや，度量
の広さ，あらゆる人々の意見を聞こうとすること，誠実さ，当事者の尊重および事実的，
法的な背景を知悉していること，そして聴衆が合理的に受け入れることができる質の高
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い推論，等々である。これらはルドルフ・ヴェントが，本稿冒頭で言及した，司法にお
ける自律と多様性に関するオニャーティでのワークショップで言及した特質ー一私はそ
の内容に完全に賛同する一ーであり，彼自身が憲法裁判所裁判官としてのキャリアのな
かで示した特性に他ならないのである。
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たことに惑謝したい。筆者はヨーロッパ統合に関する Grupode lnvestigacion 
consolidada GIC07 /86 and UFI 11/05のメンバーである。
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5) サミット宣言要点 11参照。「市場における新たな緊張状態という背景に対して，
ユーロ圏の G20の加盟国はその地域の統合と安定を守り，金融市場の機能を促
進し，国と銀行とのあいだのフィードバックループを抑制するために必要なあら
ゆる措置を行い……われわれは，銀行制度に対して資本投入するというスペイン
の計画と，スペインの金融再建機関へのユーログループの支持表明を歓迎する。
財締契約 (FiscalCompact)の受け入れとその履行ー一成長促進政策と構造改革
および金融安定化策とともに一ーは，持続可能な借り入れコストヘと導いていく
より大きな財政的，経済的な統合に向けた重要なステップである。ヨーロッパ安
定機構 (EuropeanStability Mechanism) を早急に立ち上げることは， ヨーロッ
パの他の地域からの防火壁を相当強化することになる。庄MU(Economic and 
Monetary Union in Europe)の完成に向けて具体的な一歩を踏み出すこと』は，
さらなる統合を果たした金融機構と銀行への監督，決議，資本注入，および預金
保険の強化にとって必要である。ユーロ圏の加盟国は債務超過国の競争力を強化
し，また黒字国の需要と成長を促進するための構造改革を通じて調整を図るだろ
う。G20の EU加盟国は……ヨーロッパ単一市場を完成させ， ヨーロッパ投資銀
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成させるために，より強力にコミットすることを維持しつつ―集中的な投資や
雇用，成長そして競争力をつけるために支持することを決断している。われわれ
は次期のギリシャ政府が，ユーロ圏内部において改革と持続可能性に向けて進む
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ことを確固としたものにするために，ユーロ圏がギリシャとともに機能すること
を望んでいる。」（強調点は筆者が付した）
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8) ヨーロッパ委員会の前委員長のドウラオ・バルロッソ (DuraoBarroso) は，
この決定は国債市場に対して明確なメッセージを送ることによってユーロを救い
出したと考えている。それは2013年 8月7日にリスボンのベレム文化センターで
開催された討論会での議題であった。現在 (2014年）の一全般的な方向性として
は，ユーロの暴落は避けられたということである。しかしなお刺激よりも緊縮が
解決策であり，グロッセ・コーリション (GrosseKoalition)は南においてはな
お構造改革が必要であるという，文化的認識は変わっていないようである。2013
年10月からは，ヨーロッパセメスターと呼ばれるヨーロッパ委員会による各国の
国家予算の統制により，認められた率以上に債務が増加しないようにされている。
2014年10月には，イタリアとフランスが国家予算を修正しなければならなかった。
公債の互助化は議題にはなっていないが．かりに受け入れ可能な解決策を模索す
るとすれば，さらに広範囲の財政原理が必要であろう 。
9) 2012年 9 月 12 日の連邦憲法裁判所第 2 院の判決ーーそ•れは ESM に関する条約
のドイツの批准に反対して提起された差し止め請求の認容を却下した一ーが，民
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での，ユーロ通貨圏の加盟国間における相互扶助のための常設機構を設立する権
限が，つぎのような方法で経済と通貨の統合の制度のあり方を修正している。す
なわち，現行の通貨統合を特徴づける国家予算の独立性原則を修正する方法にお
いてである。しかしながら，当該条約締結は ESMがつぎの場合に批准された場
合にのみ合憲である。すなわち国際法の下で， ESM条約第8条 (5) 第1文の
下で提示されている責任の限界づけが，この条約のゆえにドイツ連邦共和国に対
して生じる， ESM(EUR 190 024 800 000)公認の株式資本におけるシェアヘの
支払い義務の程度が限界づけられている場合であり，またさらに．この条約の規
定は， ドイツの代表の合意なしにドイツ連邦共和国に対してより大きな支払い義
務を課すような方法では解釈されない，という条件が満たされている限りにおい
てである。選挙によって選出された代表としてドイツ連邦議会議員は，政府間の
統治システムにおいても，基本的な国家財政上の決定を統御する権限を保持して
いなければならない。その意味で連邦議会は，予算の重要部分が国民の負託を受
けることなく，損失を被る不測の結果に至るような極めて重要な予算を処理する
機構を設立することは禁じられている。そして連邦議会および連邦参議院は，い
- 279 - (611) 
関法第65巻第 2号
かなる負担を負うのかに関する情報を得たうえで，決定を成すことを可能とする
ような包括的な情報を受けるであろう。
10) Case C-370/12 Pringle v. Government of Ireland, Ireland and the Attorney 
General, Judgment of 27 November 2012はまだ判例集に搭載されていないが，
TFEU第125条の非緊急援助規定の目的的解釈によって， ESMの政府間条約の
有効性を認めている。裁判所の判決は違法であると考える学者もいる。Gunnar
Beck "The Legal Reasoning of the Court of Justice and the Euro Crisis-the 
Flexibility of the Cumulative Approach and the Pringle Case" 20 Maastricht 
Journal of European and Comparative Law 4 (2013). 635. Paul Craig's reply, in 
"Pringle and the Nature of Legal Reasoning" (2014) 21 Maastricht Journal of 
European and Comparative Law (2014) 205-220. Craig holds that the Court's 
approach "remains defensibly legal even though it is contestable" p. 220. 
Opinions no. 614/2011 (25-26 March 2011) and no. 621/2011 (17-18 June 2011). 
11) Opinions no. 614/2011 (25-26 March 2011) and no. 621/2011 (17-18 June 
2011). 
12) UNICEF, 7によると， 14.000所帯で全成人構成員が失業中である。 2千 2百
万人の子どもたちが貧困線以下で暮らしている（大半は移民もしくは若いカップ
ルの家族）。無収入の家庭の数が2007年と2010年の間に1.2倍になった」 ('Report
on Spain 2012-2013') 
13) モンティはまず終身の上院議員に指名されたので政府理事会の議長に選出され
ることができた。
14) 2012年 5月半ばのヨーロッパ委員会によってなされたシェンゲン体制に関する
評価によると， 2011年の「アラブの春」以後の状況と現在のシリア危機の下で，
約 3万人の不法入国者が2011年に EU国境において摘発されており，そのうち
の75パーセントがギリシャとトルコの国境（ロドビ地域）においてであった。
2012年 6月7日に理事会のデンマーク代表が「EUの機能に関する条約」の改革
に着手することに合意した。その改革の目的は，議会に諮る必要がないように，
一時的にシェンゲン条約を停止する決定を得るために，法的根拠を修正すること
である。言いかえれば，強化された政府間主義と超国家的なコントロールの喪失
によってヨーロッパが分断されるのである。
15) これはアマルティア・センの TheNew York Times, 22 May 2012における論
説で，ノーベル賞受賞者はつぎのように主張している。「おそらく最も問題とな
るヨーロッパの現在の停滞的側面は，金融上の独裁者が民主的なコミットメント
の代替となっていることである一ーそれは EUや ECBのリーダーからのもので
あり，またその判断が極めて不適切であるような信用貸付の代理人からの間接的
なものである。」より複雑な言葉でユルゲン・ハーバーマス (JurgenHabermas: 
Between Facts and Norms, Cambridge, Mass, 1998: 150) は，この停滞に関する
理論的枠組をつぎのように提示している。「立憲国家は，行政システムが特権的
利益を有する事実上の力の違法な介入から自由でなければならない。」ハバーマ
スは特権的利益が蔓延した場合になにが生じるのかについては言及していない。
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16) Gosta Esping-Andersen, The Three Worlds of Welfare Capitalism, 
Cambridge 1990. 
17) 2010年10月16日：「1960年代にゲストワーカーをわが国に迎え入れた。いまや
われわれは彼らと共に住み，そしてつぎのように言ってごまかしている。すなわ
ち，彼らはここで済むことを望んでおらず， したがっていずれはいなくなるであ
ろう，と。それは真実ではない。われわれはたんに棲み分けをしているにすぎ
ず，それでお互いが幸福なのだというこの『多文化主義』のアプローチは，まっ
たく失敗に終わっている。」http://www.euractiv.com/ culture/merkels-ethnic-
remarks-add-fuel-fire-news-498867. 
18) キャメロン (Cameron) は，西洋の国々は「無干渉の寛容」を追及するより
は過激主義に向きあう必要があること，また「国家の多文化主義の理論」は人種
分離を推し進め，人びとが属したいと望む「社会ビジョン」を提示することがで
きないと指摘している。 http//: www.euract1v.com/ culture/ merkel-cameron-
multiculturalism-failed-news-501945. 
19) キムリッカが2012年に指摘しているように， ヨーロッパ理事会の閣僚委員会が
出した2008年のすぐれた WhitePaper on lntercultural Dialogueは，つぎのよう
に論じている。多文化主義は失敗したが故に，間文化主義がヨーロッパにとって
はより適したモデルであるべきである。この点についてキムリッカはつぎのよう
に解釈している。「多文化主義はポピュリストや反・移民，反・ ロマ，外国排斥
の政党への支持を弱体化させるという期待を抱きつつ， 一般の人々に向けた犠牲
の子羊，手軽なスケープゴートとして提示された。」Meerand Modood in N asar 
Meer & Tariq Modood (2012): How does lnterculturalism Contrast with 
Multiculturalism? Journal of lntercultural Studies, 33 : 2へのキムリッカのリ
プライ参照。
20) Werner Menski, "Immigration and Multiculturalism in Britain, New Issues in 
Research and Policy", CASAS Online Papers 2009. 
21) The Human Rights Culture, New Orleans, 2011, p. 123: 「多元的な平等と選
択の自由は権利運動と近代社会全体の基本的な前提条件である。」
22) Sotelo, I., El Estado social. Antecedentes, origen, desarrollo y declive, Madrid, 
ed. Trotta, 2010, ps. 391 y 392, 「民主主義と福祉国家は相互に依存している。福
祉国家を弱体化するならば脆弱なる民主主義をもたらし，福祉国家の死滅は少な
くともわれわれがヨーロッパにおいて把握している民主主義というものの終焉を
意味する。」（イタリア語から翻訳した）
23) フランスとイタリアにおけるポピュリズム，文化，安全保障との関連での新た
なヨーロッパにおけるこれらのプロセスの分析については MabelBerezin, 
Illiberal Politics in Neoliberal Times, Cambridge UP, 2009参照。
24) ヨーロッパ委員会は， EUのリーダーたちは反 ・EU政党が人気を博している
ことに対して責任があると月曜日［フランスでの選挙の翌週の 4月23日］にのベ
ているが，緊縮経済措置がその傾向に与していることは否定した。」
http://euobserver.com/843/115994 25. 
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25) この疑問はポール・クルグマン (PaulKrugman)が "ApocalypseFairly 
Soon", New York Times: 18-05-2012において提起したものである。
26) "L'Europe unie est un reve, l'austerite et le rejet de l'immigre, un cauchemar" 
by Anthony Giddens, Adam Michnik, Elie Wiesel, Benjamin Abtan, Dario Fo, 
Svetlana Gannushkina, Amos Gitai", Beate et Serge Klarsfeld, Bernard 
Kouchner, Bernard-Henri Levy, Oliviero Toscani, A. B. Yehoshua, Daniel 
Barbu, Jovan Dijvak, Amelie Nothomb, Dominique Sopo, Le Monde 28 May 
2012. 
27) http:/ /www.unaoc.org/. The Innocence of Muslimsと呼ばれるフィルムの
ユーチューブ ―ー おーそらくそれは2012年 9月半ばにカリフォルニアでコプト教徒
のエジプト人によって作成されたものである―による公表後に，世界中で起こ
された国連大使館に反対する暴動と死，抵抗は，いかにそのような試みがもろい
ものではあるが， しかし必要なものでもあるということを示している。
28) Source: Strasbourg press Conference, Efe news agency, 25 May 2012. 
29) この用語は，経済的，オルド自由主義的なクリスチャン・ヨルゲス (Christian
Joerges) によって提示された憲法ときわめて対照的である。ChristianJ oerges 
in "Democracy and European Integration. A Legacy of Tensions, a 
Re-conceptualization and Recent True Conflicts" European University Institute, 
Law Working Papers 2007125. 
30) http://www.amnesty.org/en/news/muslims-discriminated-against-demonstrating-
their-faith-2012-04-23. 
31) 排除に替えて， 2010年夏にパリ郊外のロマのキャンプが，特定のロマが占有し
ている訓練施設とともにサルコジ政府によって取り壊された。
32) See e.g. case DH. and Others v Czech Republic, 47 EHRR 3より 一般的には
the European Court of Human Rights website's Press and Information factsheet 
on Roma and Travellers, March 2012参照
33) J-C Piris, The Future of Europe: Towards a Two-Speed EU?, Cambridge, 
2011, 104では，多くのヨーロッパの国々に対するポピュリストによる脅威とし
てつぎのようなものが言及されている。「フラマンの利益」 (VlaamsBelang) 
（西フラマン），「デンマーク人民党」 (DanishPeople's Party) , 「真のフィン人」
(True Finns), 「国民戦線」 (FrontNational), 「自由党」 (FeedomParty), 「民
族等」 (NationalParty)および「スェーデン民主党」 (SwedenDemocrats)で
ある。かれはこれらのさまざまな運動を掲げるに際してほとんど政治的なニュア
ンスを示していない。われわれはそれらの運動がさまざまな形で，それぞれの特
徴を持ってなされてきたかをすでにみてきた。かれは二速のヨーロッパの解決策
がポピュリストの動向に対する戦いの手段たり得たと考えている。二速のヨー
ロッパという考えには賛同するが，このことがいかにして，たとえばフランスの
ポピュリズムを解決するのかを知ることはできない。
34) Leslie Green, "Law and the Role of a Judge" Oxford University Legal 
Research Paper Seガes47 /2014. 
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35) 先に参照したケースと HansMicklitz, and Norbert Reich "The Court and 
Sleeping Beauty. The Revival of the Unfair Contract Terms Directive", 51 
CMLRev (2014) 771-810. も参照。
5 . ベンゴエッチャ「多文化主義と法多元主義：
ヨーロッパの視点から」論文の翻訳
EUでの現在進行中の最新状況をも踏まえた，ベンゴエッチャの多文化主義に関する
一連の論文の翻訳の最後に，スペインとオランダの公式法（国家法）としての婚姻法と，
マイノリティの婚姻慣行や実践との対立，調整をめぐる論文たる，「多文化主義と法多
元主義：ヨーロッパの視点から」を以下において訳出しておく。
I 序ーー諸概念の分析
文化的多元性とは，ひとつの社会のなかに異なった文化が存在（もしくは共存）して
いるということに関する社会的事実である I),2)。その概念は政治や経済，社会関係，シ
ンボルの世界，そしてわれわれの社会や法においても，創生• 生産され消費されている，
文化的な産物や関係，等々においてさまざまな表現形態であらわされることができる。
多数文化性 (pluri-cul turali ty) あるいは多文化性 (multi-culturality) は，必ずという
わけではないが，社会学あるいは政治学の理論と関連づけることが可能である。すなわ
ち，多文化主義 (multiculturalism)あるいは，間文化主義 (inter-culturalism)あるい
は「文化的多様性の統御」 ('managementof cultural diversity'), 等々である。社会学的
事実として，社会的多様性は常に社会学上の理論において解釈される(-元主義者から
多元主義者にも及ぶスペクターにおいて）。
さらに，社会の制度的な規範的秩序たる法は3) このような文化的多様性という事実
― とりわけ，そのような多様性の規範的表現に関して一ーに対していかなる方法で対
処するのかを，解釈的枠組とは関わりなくわれわれは常に問題とすることができる。近
代的な人権の視点からは，多元性と多様性というこの事実はしばしば貴重なものとみな
されている。しかしながらこれは，つぎのことを意味するものではない。すなわち，支
配的でマジョリティ集団の規範的枠組が存在し，公式法を生みだすようなすべての社会，
コミュニティにおいて，さまざまな目立った文化，あるいはむしろすべての文化的慣行
やそれらの規範的要求ーー通訳可能であれ不可能であれ 一ーー が，生み出され，支持され，
あるいは共存する， もしくはそうすべきである， ということをである（文化的多元主義
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もしくは多文化主義は倫理上の相対主義に関係づけられることが可能である）。
同時に，法における多元性，いわゆる法多元主義やそのさまざまなバージョンも存在
する。それは文化的な多元性という社会学的事実の帰結であり，あるいはまた，同じ領
域内に，承認され，公式法と併存する制度的な規範的秩序 （法システムの多元性）
それはまた，憲法上の多元性と関係づけられ，憲法多元主義の理論に組み込まれるこ
とも可能である一一の多様性の帰結でもありうる4)。同一領域におけるこのような法の
多元性は，社会学的あるいは法社会学的事実― 法多元主義・多元性ーーもしくは，国
際的なカテゴリーから有益なカテゴリーを組み込むために，法多元主義 VS一元主義と
いう図式に翻訳する法と国家の理論として観られることも可能である。多元主義は，支
配的ではあるがもはや唯一の規範的枠組ではない近代的な国民国家の観念をめぐって議
論される。国家中心主義者の見方においては，実定法として理解された法の定義におい
て，国家法は特別な，中心的で支配的位置を有するということが強調されている。欧朴l
評議会議員会議 (ParliamentaryAssembly Council of Europe) によれば見 「国民国家
の進化の全般的傾向は，各国の状況に応じて，純粋にエスニックもしくは自民族中心の
国家から，市民的な国家，および，純粋に市民的な国家から一一構成員のみならず，文
化的，民族的なコミュニティに関しても特別な権利を承認する一ー多文化国家へと移行
しつつある。」しかしこの図式においてはなお，国家とその公式法が中心に位置づけら
れ，法的多元性は国家法の一般的な管理下に置かれている。
概念上，国家と法が必然的に関係づけられている限り法多元主義は否定され，国家法
一元主義の修正版あるいは変種のようなものが，多元性，多様性を説明するための解釈
上の枠組として用いられるだろう。ただしこのことは，必ずしも文化的権利を否定する
ということには結びついておらず，現に上で言及した決議 16.4はつぎのことを求めて
いる。すなわち，エスニックな文化的背景とはかかわりなく，すべての市民を市民的，
多文化的実体へと統合し，エスニックなもののみもしくは市民的なもののみから国家を
定義し，組織することがないように，現代の民主的なヨーロッパ的基準に合致するよう
にその憲法を導いていくことを加盟国に奨励すること，である。このような両極端な考
えに潜むリスクは，（それと同じエスニックもしくは宗教的アイデンテイティを共有し
ない者の）エスニックなもののみに焦点を合わせること，もしくは（それと同じ国籍，
ライシテの文化，もしくは国語を有しない者の）市民的なもののみに焦点を合わせるよ
うになることである。
多元性に直面した場合，主要な法定立者一ー憲法制定者，憲法修正の担い手，憲法解
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釈者，立法者のみならず法律家や裁判官全般も含む 一ーー はさまざまな戦略を採用してい
る。民主的な立法者は法源のレベルにおいては，民主的憲法と人権規約，国際人権文書
の枠内において，文化的多元性と多様性を承認しようとする。このような文化的多元性
は，近代の立憲国家の主要な特徴ともなりうる。しかしながら，このような文化的多元
性の承認は，法的多元性，すなわち より根本的なさまざまな法源に対する承認の
ルールというレベルでの一一さまざまな文化的背景の下でなされる規範的要求を承認す
ることにはならない。
法源のレベルでは拒否されるそのような多元性や多様性は，文化的多元性による媒介
を通じて，法の解釈と適用においては認められている。ここにおいては，立法者によっ
て採用された普遍的規範と判決における個別的規範のあいだに創甑がある。裁判官と立
法者は，文化的多元性とのなにがしかの繋がりとその効果を承認することができる。そ
してこのことの承認は，人権概念に沿った解釈の理論によって推し進められる。文化に
関わる例外的事例やそれらの合理的共存に関する観念や理論は，法的議論ーーすなわち，
法の適用，法そのものに関する議論，法的推論ー一の文脈において展開される。そして
そのように展開されるのは，より根本的で概念的なレベルにおいて，法多元主義を拒否
することと文化的多様性や非差別性をうまく折り合わさせるためにである。その場合に
は，人権概念に沿うように適用し，解釈することとは異なった形態をとることも可能で
ある。そのひとつの手がかりがエクイティである。
本稿における理論的主張点は，エクイティの概念に関わる合理的共存あるいは文化的
感受性 （例外的事例の受容）は一一つぎのようなより高次の規範的原則と合致するもの
として解釈されることが可能な一ー規範的主張を統合するための潜在力を有している，
ということである。すなわち，寛容と平等， （文化的）相違の尊重を求める人びとの自
由と自律，そして他者との連帯，等々である。ヨーロッパ社会における法多元主義との
関連で私が主に主張したいことは，そのような多元主義は，相対立するもしくは共存す
る法秩序に関係するのではなく，たとえば家族法や婚姻，婚礼などにかかわる個別の規
範や慣行に関するものだ，ということである。家族法は，そのような多元的な規範や慣
行が共存し，支配的な規範的枠組のなかに存在するいくつかのケースにおいて，裁判官
の判断枠組においてすら共存可能なものである。その場合には，法多元主義はひとつの
法管轄のなかで，公式法とは異なる規範秩序のなかにその起源や法源を有している，さ
まざまな （個々の）規範との共存に関わっているであろう 。このことはおそらく，異
なった法システムの存在として法多元主義を捉える古典的な法多元主義の定義よりも，
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よりよく機能するであろう 。古典的定義では，規範が組み込まれているシステム内にお........ 
いて妥当する規範としてではなく，社会学的な規範的事実もしくは事実と類似するもの
として規範を扱うことによ って，人びとは彼らが所属している法システムから規範を
ー一国際私法の分野において法の選択として行っているように6)― 分離しうるとい
うことを前提としているのである。法の選択もしくは規範の衝突とのこのようなアナロ
ジーは，「輸入された規範」のなかには，公共政策／公序に対する例外的事例のテスト
をクリアーしないものもある，ということにもあてはまるだろう 。
家族法ー一複婚のような公序に関わる基本原則に反すると考えられるものを除く
は，現代のヨーロッパ社会において多元性を表明する格好の領域である。婚姻は社会
的制度であると同時に法的制度でもある。婚姻は社会的なさまざまな仕組みや禁止され
ていることを生みだし，性に関するタブーを導き，社会的関係を生みだし，家族を形成
し，生命の再生産を確かなものとし，財産や相続の制度や一連の経済関係を包含し，文
化伝承の場でもあり，時には対立関係にある集団間の関係を調整し，配偶者間の関係を
超えた忠誠心や連帯を生みだしている。近代社会においては， もちろんこれらのいずれ
かもしくは多くの社会的機能は単なる潜在的なものであって，婚姻はそれらの機能を果
たす唯一の制度ではない。しかしそれにもかかわらず，極めて重要な社会的制度である
ことはまちがいない。
これらの複雑な問題を，本稿においては， EUと欧1-1理事会というヨーロッパのコン
テクストにおいて提起された，ふたつのケースを通して検討する。これらのケースは異
なった婚姻形態に関係している。ひとつのケースは，ロマの人びとによって伝統的に行
われている婚姻の儀式と慣習で，婚姻登録されておらず， したがってスペインの公式法
によっては承認されていない婚姻である。そしてもうひとつは， EU職員規則 (EUStaff 
Regulations) を，「共同生活協約」 ("conventionfor living together") に同意した二人
のあいだでの特別な形態のユニオンに対する，欧州委員会による適用の際の法的処理に
関するものである。オランダ家族法はそのような協約の法的効力を認めており，また理
論上は二人以上のあいだでも適用が可能である。オランダの家族法は，異なった婚姻形
態の社会的機能については規定していない。しかし，これらの異なった形態に特化した
立法， もしくは一ー文化的マイノリティに属する人びとの，異なった文化的，規範的状
況や枠組に配慮する裁判官や法適用機関に対してその適用を期待しうる一―—合理的共存
を通して，それらを表明するための規範的枠組を承認している。
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n. ヨーロッパのコンテクストでのふたつのケース
1. ロマ式の婚姻とスペイン民法―-MunozDiazケース7)
スペインは申請人たる寡婦の年金支給申し立てを，彼女は法律上の婚姻関係を有して
いないことを理由に却下した。欧州人権裁判所は，財産権に関する第 1議定書第 1条と
の関係で，欧州人権規約第14条にスペインは違反している，と判示した。裁判所はスペ
インに対して，申請人に 7万ユーロと訴訟費用を支払うように命じた。申請人と夫は，
ロマのコミュニティによって承認されているジプシーの儀式にしたがって， 1971年に
「結婚」した。当時のスペイン民法 (42条）は， 一方の配偶者がカトリック信者の場合
には，婚姻の儀式はカトリックの儀礼と形式に従うことが規定されていた。そして，い
ずれの配偶者もカトリック信者でない場合には民事婚が認められていた。カトリック信
者が民事婚で婚姻することが可能な唯一の方法は，教区の司祭の下で，配信行為によっ
てカトリック信仰を放棄することであった（民事婚登録に関する法律の第245条）。
当該カップルには 6人のこどもがいた。こどもたちは民事登録簿に当該カップルのこ
どもとして1983年に登録されており，スペイン法が正式登録される婚姻を要求していた
にもかかわらず，家族登録簿 (FamilyBook)が彼らに発給されていた。しかしながら，
彼／彼女らの両親の婚姻は正式には承認され，登録されてはいなかった。彼らは1986年
に大家族 (familianumerosa)の地位を与えられていた。新民法が1981年に採択されて
民事婚が規定された。スペインはカトリック教会とのコンコルダモデルに依拠した，自
らの信仰に従った儀式に則って執り行われる婚姻儀式を民法上承認することを，いくつ
かの宗派と合意した。当該合意は，ロマ式の婚姻儀式，婚姻ー一それは同居し，家族を
形成するという相互の意思表示以外にはなんら特別の形式を有していない一ーに関して
は，ロマのコミュニティとは行われていなかった。
申請人の夫が2000年に死亡した。彼は社会保障の掛け金を19年間払っていた。そこで
申請人は寡婦年金を申請したが，正式の婚姻関係が存在しないことを理由に， INNS
（スペイン社会保障庁）と INNS関係法 (1981年 7月の法律，第 7追加規定と社会保障
法を制定した1994年 1月の立法的指令，および，公式に承認された婚姻を要求する174
条の規定）にもとづいて申請は却下された。申請人はマドリッドの労働裁判所に上訴し
た (N012)。裁判所は民事上の婚姻の効力を承認し， INSSに年金支払いを命じた。こ
の判決は， 1966年の「あらゆる形態の差別を禁ずる市民的，政治的権利に関する国際規
約」，および― 類推による間接的なものではあるが一ー職場外でのあらゆる形態の差
別を禁ずる2000/43/CE指令，さらには，さまざまな形態の差別のなかでもとくにエス
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ニックの差別を禁ずるスペイン憲法第14条， 等々から導かれたいくつかの法的議論に依
拠している。国家は，かりにジプシー式の婚姻を認めない場合でも，エスニックな慣行
としてそれらを保護する義務を免れることはできないのである。この判決は極めて重要
で，労働裁判所が保持している労働者への配慮のこまやかさを示している。労働裁判所
はしばしば，独自の解釈においてそれらをより発展させている見
しかしながら，控訴審においてマドリッドの高等裁判所は，民法49条ー一それは，国
家が法によって規定する民事上の宗教婚の効力を規定している一ーを優先させる INSS
の判決を支持した。ジプシー式の婚姻は審理に値せず，制定法上の規定が存在しない場
合にのみ適用される慣習（民法13条）として考えられるのみである。それは一般的効力
を有していないのである。社会保障法が規定する配偶者の概念は，内縁関係やそれと類
似する関係を排除するものとして厳格に解釈されなければならない，と。
amparoすなわち憲法裁判所への特別の保護を求める上訴は，妻以外の者との関係を
除く，合法的な婚姻関係のみに年金支給を限定する法律にはなんら差別は存在しないと
いう議論によって， 2007年4月16日の判決によって却下された。立法者は， とくに資源
が限られている場合には，そのような選択を行なう裁量権を有している。寡婦年金支給
の根拠は，寡婦の必要性ではなく，社会保障基金に掛け金を支払ってきた，死亡した労
働者とのあいだの合法的な婚姻関係から生じる必要性なのである。それとは異なった扱
いを受ける権利は当該寡婦には存在しない。この判決においては RzZapata判事が反対
意見をのべているが，そこで彼は以前の最高裁判決 (199/2004) に依拠した。そしてこ
の最高裁判決は，カトリック式の婚姻は民事登録されてきていないにもかかわらず，年
金受給権を付与するという目的にとっては有効である， と判示している。なぜならば，
国家が家族登録簿と大家族の地位を承認し，そして，死亡した配偶者から19年以上にわ
たって掛け金支払いを受けてきたにもかかわらず年金支払いを拒否するとすれば，それ
は均衡を欠いているからである。
社会保障の基準に関する 40/2007法は最終的にスペインの当該法律を改正した。第 3
の追加規定は， 6年間内縁関係（同居）にあり，こどもをもうけている場合の年金受給
権を規定している。申請人たる MunozDiazは最終的には寡婦年金受給を認められた。
欧州人権裁判所における法的推論
申請人は，規約上の権利享受に関するあらゆる形態の差別を禁ずる規約14条の規定に
反する， と申し立てた。このケースでは，規約の第 1議定書第 1条によって保護されて
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いる財産権と，規約第12条によって保護されている婚姻と家族生活に関する権利が問題
となる。被告たるスペインの主たる主張はつぎのとおりである。すなわち，本件におい
ては婚姻関係は存在せず，法的効果を伴わないたんなる内縁関係にすぎない故に，年金
支給が拒否されてもなんら差別は存在しない，というものである。スペイン憲法発効後
では，申請人は規約に完全に適合する民事婚を成すことができた9)。したがって年金支
給を拒絶することは，明らかに申請人の財産権上の利益を侵害している。そこで裁判所
にとっての主たる問題は一ー登録されたカトリック式婚姻が，年金受給権という目的の
ために承認されている（憲法裁判所での反対意見においてのべられている）ケースと類
似の状況において，被告たる国がなした決定を考慮しつつ―ー一年金拒否の理由が，はた
して，申請人がロマというマイノリティ集団のメンバーであったのか否かを確定するこ
とであった。
申請人は，ジプシー式の婚姻が合法であり，通常の婚姻と同様の効力を有していると
誠実に信じていた。そしてスペインの公務員は，「家族登録簿」すなわち拡大家族の地
位を付与することで承認を意味する一定の行為を行い， したがって，申請人の側に一定
の期待を抱かせていたのである。明確に存在する文化的集団の成員がいだく信条は無視
されることはできない。なぜならば，文化的多元主義は社会全体にとって価値があるか
らである。マイノリティ集団に属しているということは， 一般的な法を尊重しないとい
う理由にはならないが，当該の法適用に際して一定の考慮をなすことは可能である。裁
判所はここで，許可と土地利用（幌馬車設置場所）に関するロマの居住権に関するケー
スたる， Chapmanv UKの61-96節を参照している。幌馬車に住むことはジプシーの
エスニックアイデンテイティとみなされている。したがって，幌馬車に居住する権利を
制限する措置は，プライバシー権，私的な家族生活に対する権利に重大な影響を及ぼす。
しかしながら，特定の場所や環境においてキャンプ生活をする権利を拒絶する英国当局
の決定は適切であり， したがって規約にも適合すると考えられた。
このケースにおいては，申請人は彼女の夫の法律上の妻と考え得る合理的期待権を有
していた。国家が年金支払を拒否したことは，国家自身が申請人の家族に対して彼女に
提示していた承認とは矛盾するものであった。国家は，ナショナル・マイノリティの保
護に関する枠組規約 (FrameworkConvention for the Protection of National Minorities) 
(1995年にスペインも批准）に従って10), 申請人の信条と文化的，社会的条件を考慮に
入れなければならなかった。したがってこのケースでは，不当な差別的取り扱いが行な
われていたのである。
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Myjer裁判官はつぎの理由から反対意見をのべた。すなわち，ロマに関して裁判所
が参照した判決 (Chapmanv UK11) , Buckley v UK12) and Connors v UK13) は，土地
利用，建築およびキャンプ許可の分野に関するものであって家族法に関するものではな
い，という理由である。Connorsのケースでは，略式の立ち退き命令を認める制定法
上の枠組は，「遊牧生活というライフスタイルを続けようとし，あるいは逆に，定着し
たライフスタイルを実践しようとするジプシーを手続き上の保護から排除する，ジプ
シーの生活スタイルに対する妨害」であると判示している。（第94節）。ジプシーが置か
れている困難な状況のゆえに，彼らは幌馬車を留めておく場所の提供を受けることが必
要である。合理的共存という思考に極めて類似する言明において，裁判所は第84節でつ
ぎのようにのべている。
マイノリティとしてのジプシーの脆弱なる地位は，彼らのニーズや異なったライ
フスタイルに対して，関連する規制の枠組や個々のケースにおける判決においても，
特段の配慮が必要であることを意味している（上で参照した Buckley判決，
1292-95,76, 80, 84節）。この限りにおいて，第 8条によって，ジプシーの生活ス
タイルを支援する積極的な義務が締約国に課せられている （上で参照した
Chapman判決，第96節および，そこで参照されている判例参照）。
多くのヨーロッパの国ぐに（イタリア，ハンガリー，コソボ，チェコ，スロバキア，
ルーマニア，セルビア；英国とスペインはわずかである）で差別に苦しみ，教育や雇用，
住居，保険などの基本権を剥奪されてきた， ヨーロッパに居住するロマの人びとの特性
故に，本稿においてこの判決を検討対象とした。JokeKustersによれば，ロマは純粋
なヨーロッパのマイノリティである。彼らは自らの国家を有せず， 一千万のロマ人は自
らの土地ではないヨーロッパ中に居住し， しばしば遊牧的生活スタイルを保持している。
彼らはナショナル・マイノリティとは考えられないし，言語上のマイノリティでも，宗
教上のマイノリティでもない14)。彼らはおそらく，まさにヨーロッパのマイノリティ
なのである 15)。
EUは現在，欧州評議会での展開に従って，ロマに対する差別と闘う特別なアクショ
ンプランを検討している16)。従来のアプローチが主流文化への編入としての統合に焦
点を合わせているとすれば（すなわち，遊牧的な生活スタイルや定住のための居所を有
しないことが，たとえば教育の妨げになっているとみること），それらのステップにお
ける新たな展開は，そのような遊牧的文化や生活が彼らのアイデンテイティの不可欠の
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一部であることを認識し，尊重する必要があることを強調している。以上の事例は， も
ちろん，文化的多元性が法多元主義に類似する状況へと導きうる方途のほんの一例に過
ぎない。
2. オランダ法におけるさまざまな婚姻形式と EU臓員規則との適合性
Case T-58/08P Commission v AP Roodhuijzen, Court of First Instance (現在は
General Court) 2009年10月5日判決， EC(現 EU)裁判所は，同じく婚姻に関する上
述のジプシーのケースとは異なったタイプのケースであるが，明らかにエスニックある
いは文化的マイノリティの要素を含んでいる。EC職員規則は， EU公務員のための社
会保障たる "RCAM"の一般的制度を規定している。婚姻関係にないパートナーも，つ
ぎの 3条件を満たせば職員規則上，配偶者とみなされる； (1)パートナーが，婚姻関係
にないパートナーであることを証する当該加盟国発給の証明書を有すること， (2)未婚
のパートナーが，すでに婚姻していないか，もしくは，他の婚姻関係にないパートナー
シップによって他の人とユニオンの関係にないこと， (3)二人のパートナーのあいだに
親子関係がないこと，である。
Roodhuijzen氏はユーロスターで働いているオランダ人である。彼は "samenlevings-
overeenkomst"すなわち，公証人の下で同居協約を結んでいるパートナーであるので，
RCAMの社会保障給付を欧州委員会に申請した。オランダ法は通常の民事婚とならん
でさらに 2つのタイプのユニオンを認めていた。すなわち，ひとつはレジスタード・
パートナーシップ="geregistreerd partnerschap"で，婚姻と同様な効力を有している。
そしてもうひとつは，同居協約="samenlevings-overeenkomst"で，契約当事者が望む
法的効果をもたらし，また 2人以上の人びと，近親とのあいだにおいても結ぶことが可
能である。公的機関に登録するならば，年金受給権やその他の社会的便宜が付与される。
欧州委員会はこのオランダの制度を検討した結果，職員規則が規定する婚姻関係にない
パートナーシップには相当しない， と結論づけた。
Roodhuijen氏は，婚姻関係にないパートナーシップ概念を独自の方法で解釈してい
る職員審判所 (CivilService Tribunal) に対して，当該決定を不服として提訴した。独
自の解釈ーーそれは， EU法上の観念は独自の意味を有しており，必ずしも国内法秩序
における意味と同じではないという見解ーーは，もちろん EU法の顕著な特徴のひと
つである17)。問題は，審判所がさらに歩を進めて，申請人とパートナーによ って締結
された同居協約を，彼らによ って合意された条件は婚姻に相当するということを考慮の
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上で検討し，それに相当すると判断したことである。委員会は，とりわけ欧1-1人権裁判
所の判例を根拠として，第 1審裁判所 (Courtof First Instance) (現GeneralCourt) に
上訴した。(CaseT-58/08P Commission v AP Roodhuijzen, Court of First Instance (now 
General Court) judgment of 5 October 2009) 
しかし 'samenlevingsovereenkomst'は，複数の人びとによっても，近親間でも設
定することが可能である。その点に関して欧外1員会は，欧州人権裁判所は相続税に
ついて，「安定して，相互に支え合う関係」 (Burdenv. the United Kingdom, 
judgment of 29 April 2008, no. 13378/05, §10) にて暮らしている二人の姉妹によっ
てなされた請求を一一英国パートナーシップ法上の民事パートナーと比較して，と
くに「婚姻もしくは民事パートナーシップにおけるユニオンの顕著な特性のひとつ
は，近親の家族間では禁じられている」（判決の第62節）ということを理由として
ー一却下したことに従っている18)。［判決はフランス語故に，本論文の著者のベン
ゴエッチャに英訳を依頼し，その英語から日本語に訳した。フランス語原文を掲げ
ておく “ k 。 …un≪samenevmgsovereen omst≫pourra1t etre conclu entre plusieurs 
personnes et entre parents proches. La Commission rappelle a cet egard que la Cour 
europeenne des droits de l'homme a rejete !'allegation de discrimination, en ce qui 
conceme !es droits de succession, avancee par deux sre urs engagees dans une 
≪relation stable, solide et mutuellement solidaire≫(voir Cour eur. D.H., arret Burden c. 
Royaume-Uni du 29 avril 2008, §10), par rapport aux partenaires engages dans un 
partenariat civil organise par la Joi du Royaume-Uni, notamment au motif que≪l'une 
des caracteristiques definissant le mariage OU !'union fondee sur la Joi sur le 
partenariat civil tient ace que !es formes d'union sont interdites aux personnes qui ont 
des liens proches de parente►> (§62 de l'arret)."] 
General Courtは婚姻関係にないパートナーシップの概念を，それが必ずしも婚姻と
同等であるか法によって規制されていたり，登録の条件に服している必要はないという
点を強調しつつ解釈した。安定したパートナーシップは，職員規則において desmotifs 
という表現で用いられた用語である。必要なことは上述 3条件が満たされることである。
審判所は具体的な同居協約をいかなる婚姻形態とも比較検討すべきではない。
婚姻以外のさまざまなユニオンの形態を承認するための，制定法上のさまざまな
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制度を導入することに関して，各国の立法間には大きな違いがあることを前提とす
れば，職員規則 Article1 (2) (c) of Annex VIIの第 1文に含まれている，「安定した
婚姻関係にないパートナーとしての公式の登録」という用語は，すべての加盟国で
明確に認められている「登録パートナーシップ」制度として一一本件に関しては，
オランダ法の 'geregistreerdpartnerscha p'に相当する一ーものとして解釈されなけ
ればならない。したがってその観点からして，そしてまたさまざまな国内法システ
ムの現状においては，「登録パートナーシップ」は「婚姻」とは異なっているので
ある。この意味の婚姻は，伝統的な意味における民事婚にもとづく関係を意味する
ものとて，職員規則において用いられている意味での婚姻を， EU裁判所が婚姻と
して定義することを可能としている 19l(Case T-264/97 Dv Counci/[1999] ECR-SC 
I -A-1 and Il-1, paragraph 26)。［上の判決と同様にフランス語の判決原文も掲げて
おく 。"Eneff et, eu egard a lagrande h函 rogeneitedes legislations nationales en ce 
qui conceme la mise en place de regimes legaux accordant une reconnaissance 
juridique a diverses formes d'union autres que le mariage, la notion de≪fonctionnaire 
enregistre comme partenaire stable non matrimonial≫, visee clans la premiere phrase 
de !'article ler, paragraphe 2, sous c), de !'annexe VII du statut, ne saurait en tant que 
telle etre interpretee comme se referant a un regime de≪partenariat enregistre≫ 
clairement identifie dans !'ensemble des Etats membres, lequel correspondrait en 
I'occurrence, en droit neerlandais, au≪geregistreerd partnerschap≫. Sous cet aspect, 
et a cestade de !'evolution des divers systemes juridiques nationaux, la notion de 
≪partenariat enregistre≫se distingue ainsi de celle de≪mariage≫, dont le contour est 
clairement determine dans l'ensemble des Etats membres, ce qui a pennis au juge 
communautaire de definir la notion de mariage visee dans le statut comme designant 
exclusivement un rapport fonde sur le mariage civil au sens traditionnel du terme 
(arret du Tribunal du 28 janvier 1999, D/Conseil, T-264/97, Rec. FP p. I-A-1 etII-1, 
point 26)."] 
この概念は，職員規則はパートナーシップ間の密接な親子関係をも規定しているが故
に， 上述した Burdenケースにおける欧州人権裁判所によ って展開された概念に相当す
ることがわかる。GeneralCourtは，欧州人権裁判所の解釈と整合する解釈に到達しな
ければな らないことを認識すべきことをも，判決において自らのべている。同居協約は
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職員規則の 3条件を満たさず， Burden原則をも満たさないユニオンのその他の形態を
カバーしていることは事実である。しかし，加盟国の法によ って規定されている用語や
定義条件をではなく， EU法によって課されている 3条件を検討することで各ケース
を統制するのは委員会なのである。言いかえれば，法適用と法解釈機関は，人びとのあ
いだでのユニオンあるいはパートナーシップの多元性，多様性に明示的に焦点を合わせ
ている，職員規則によ って用いられている観念や概念を超える必要はないのである。裁
判所の見解を汲んでさらに言いかえれば，立法者が多元主義あるいは合理的な承認を法
のなかに組み込んでいる場合には形式主義は正しいアプローチであるが，立法者がユニ
オンの形態の多様性を考慮していない場合には，柔軟に調整を行なうというアプローチ
を採用することも可能である。
m. 結 論ー一法多元主義 v合理的共存
上述の 2つのケースからのみでは，明白なさしあたっての推量的見解をのべることは
不可能であることを十分に認識しつつ，文化的多元性に対する現行のヨーロ ッパのアプ
ローチは，立法と法適用のレベルを結びつけた系統だったものである，と論じたい。裁
判所はいかなる特定の法多元主義のあり方をも課すことはないし，課すこともできない。
それはせいぜいのところ，法源もしくは法認識のレベルにおいて，立法者がなすべきこ
とである。欧州人権裁判所はスペインに対して，ジプシーの婚姻を承認しなければなら
ないとはいわないのである。用語の厳密なあるいは中核的な意味において，法多元主義
は2つの主張を含意している。すなわち， (1)同一領域もしくは法管轄内，および同一
社会に適用される異なった制度的な規範秩序が存在すること，そして (2)同一の問題に
対して異なった規範的解決を提供することが可能であること，である20)。第1の主張
は，法の枠内において論じうるし，現に在りうることである。それは，常に対立しては
いるが，共有されたメタ原理によ っても結びつけられた，さまざまな法秩序を含んでい
るだろう 。それはまた，法秩序内に存在する法文化のなかで＿ 憲法学者から裁判官や
行政官に至るまで一~ うに対立する状況であることから，はたして最終的
な解答を必要とするのか否か，そしてまた誰がその解答を提示すべきなのかが，熱っぼ
く議論されている。EUというポスト国民国家的な法的集団というタイプでの憲法多元
主義は，究極の権威の問題については，決定せずにむしろオープンにしておくことが望
ましい，と考えている21)。併存するこれらの法秩序は， EU法のような高次の法システ
ムー一＿ケルゼンの見解においては，それ自身がより普遍的な国際法システムの一部であ
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る一一に統括され，服すべきなのか否か，あるいはまた，超国家的で国際的な法秩序を
生みだしつつも，オリジナルな権威と主権を留保しているのは加盟国の法システムなの
か否かを論ずることができる。このような多元主義の論争は， より説得的にヨーロッパ
人権規約に対しても拡大されることが可能である22)。
その論争は極めてアカデミックである。優先性や究極的権威を求める，共存する法秩
序における憲法多元主義の事例よりも，実践的には家族法のような領域，さらにより 一
般的には債権法や物権法，商事法，その他の分野において，より具体的な多元主義のあ
り方を見いだすであろう 23)。法多元主義に関する第 2の主張は，共存不可能な規範間
における協同の可能性を排除する。そのような協同のためには，ひとつのエスニック，
ナショナル，言語，宗教，社会的マイノリティ，等々に属しているという事実に依拠し
た，さまざまなパーソナルな地位を受容することが必要である。多くの非西洋的なシス
テムは，そのような多元主義を受容もしくは承認している24)。しかし，このような
パーソナルな地位に関する多元主義は，文化的多元性によって特徴づけられる現代の西
洋社会においては妥当な法概念とは考えられない25¥
法多元主義に関する現代ヨーロッパの法社会学的研究での典味深い問題は，多元主義
の下で相対立するさまざまな法秩序に直面して，法的アクターがいかなる態度を示すか
を探求すること一ー憲法上の視点からすれば探求に値する問題である一ーではない。そ
れはむしろ，公式の国家法が法と国内法文化の展開と適用において支配的であるという
コンテクストにおいて，これらの具体的なあり方や表現，あるいは多元的現象に直面し
た場合に，彼らはいかなる態度を示すのか， ということである。そのような多元的現象
に関する特別な表現は，文化的多元性や多様性と結びついており，法的諸掃結は共存の
枠組といった結果をもたらしている。たとえば， EUの立法者がさまざまな形態のパー
トナーシップやユニオンを承認する職員規則を採用している場合がその一例である。し
かし立法者が協同することに失敗し，あるいは協同しないと決定した場合に26J, 解釈
者は（合理的）協同，文化に関する法学的思考において展開された文化の抗弁，あるい
は感受性や共感エクイティなどを適用するといったさらなる機会を保持している。い
ずれのケースおいても，協同は公式法のなかにもしくは公式法に向けて働きかけるので
ある。
スペイン当局ー一社会保障関係の役人やマドリッドの高等裁判所，憲法裁判所ーーカ＼
マイノリティ保護に関するヨーロッパ枠組規約に従うか機敏に対応するならば27), 申
請者の Mufi.ozDiazの信義に配慮し，またジプシーのコミュニティにおけるジプシー式
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挙式の重要性を一一国家のその他の機関 （民事登録，社会福祉， 等）が，家族登録簿を
発給したり，拡大家族の地位を承認するといった，その他の法的に重要な目的に対して
適切に考慮し，効果を与えていたような規範として一―—考慮していただろう 。 メンス
キーは英国における類似のケースを紹介している28)。このケースでは， 1950年代に
シーク教式で行われた未登録の婚姻に対して一一寡婦に年金受給権を付与するイングラ
ンド法に依拠して一一正式の婚姻と同等の法的地位を付与している。メンスキーの視点
からすればこの判決は，高等法院が「均ーな平等ではなく，エクイティの原理を適用す
ることによって，最終的には正当で，公正な結論を得た」のである29)。
エクイティ 30),共感31),感受性あるいは合理的協同32)は，ここでは国家法一元論の
形式主義を超え，平等な扱いと差別の禁止という効果を生みだす法多元主義者の提示す
現実を承認すべきことを要求する。個々の特殊な状況を一ーとりわけハードケースにお
いて考慮するために，行政上，司法上の個々の規範創造において，法的決定の有してい
る形式主義を修正することを可能とするような一定の態度が，法解釈者や公務員に対し
て期待されているのである。すなわち，文化規範の尊重や文化的，社会的，そして人格
上の相違が存在することの認識，すべての人の尊厳と自立の尊重，等々である。
同様に，民主国家のすべての制度は，すべての人びとが一一一多様性と相違に配慮 （承
認）を受けつつ—コミュニティの活動に参加することを保障しなければならない。 エ
クイティは，相違への感受性を有するゆえに平等とは異なっている。宗教上，言語上，
文化的，エスニック的，あるいは社会的な相違は，時には異なった取り扱いを求めるこ
とがある。しかしながら，普遍的な規範を作成する場合にあらかじめそれらの状況を，
必ずしも同定できなければならないということはない33)。これはエクイティの背後に
ある原理である。すなわち，立法者が特殊な状況に遭遇 裁判官が直面しているハー
ドケー スー ―ー したならば，その特殊なことがらを考慮するための特別な方法によって，
立法内容を調整するだろう 。しかし立法者は， 一般的な規範や原理，そして一般的基準
を提供するのみである。これらの一般的規範は，行政官，そして究極的には裁判官に
よって眼前のケースに適用されなければならない。そしてその場合に裁判官は，感受性
を有する，多面的に物事を見る立法者となり，法の厳格解釈のあり方を修正するだろう 。
このような特別の協同を重視する態度は一一個々のハードケースにおいて，エクイ
ティと正義の獲得を推進するであろうが一一法システムによる一元論的立場の受容と，
承認のルールと法源の統一性を尊重することを促進している34)。これは，文化的多元
主義に関する判決の，すべてではないがいくつかのケースにおける35), 欧ヽ1-1人権裁判
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所から発せられたメッセー ジであるように思われる。本稿で論じたケースたる Mwioz
Diazにおいては，裁判所はスペイン法における有効な婚姻形式としてジプシーの婚礼
を承認することを求めてはいない。欧州裁判所は立法者に対していかなる法多元主義を
も強要していないが36), 法領域におけるアクターの態度への特別の理解を求めている。
これは特別の実践的論議と推論，特殊な法的テクニックを必要とするが，さらにそれは
裁判官の側においても特別な態度をも要求する37)。ケベックの人権裁判所前長官の
Michele Rivetはつぎのようにのべている。裁判所は自律と尊厳， 平等，そして安全と
いった諸価値のあいだでのバランスを求めて行われる推論においては，多様性と社会変
動というアイデアを当然の前提としなければならない。そしてそのためには，裁判官は
開放性を重んじ，他人の言に耳を傾ける用意があることが求められている，と38¥
原注
1) 本稿は，スペイン政府の法律サププログラムの (i)projectDER2010-19715と，
(i)バスク自治）'1-l政府の教育・大学・研究省の補助を得て， GurutzJauregi教授
が主任を務めた， ConsolidatedResearch Group (GCC07 /86-IT-448-07)の研
究プロジェクトの一環として執筆したものである。
2) 「社会」という概念の定義についてはさまざまな議論がなされている。わたし
はつぎのような直観的概念として用いる。すなわち，社会集団ー一人びと，コ
ミュニティ （個人や家族のみではない），組織，社会（相互）的行為，シンボル，
人工物， 等々を含む一ーが，柔軟性をもちながらも，領域的，法管轄的には一定
の枠組を有している場合に用いる。たとえば，バスク社会が存在するが，同時に
スペイン社会，そしてヨーロッパ社会も存在している。諸個人によ って形成され
るネ ットワークはさまざまなコンテクストにおいて成形されているので，それぞ
れの特質や構成要素は異なっている。他方で，いわゆる「市民社会」あるいは
「移行期の市民社会」でも，この直感的，あるいは解釈の施されていない社会の
観念とは異なるものである。わたしの「社会」の観念は， ClifordGeertzの The
Interpretation of Culture (New York, 1973) を主として参照したものである。
3) 制度的な規範的秩序たる法の定義については， NeilMacCormick, Institutions 
of Law, Clarendon Press, Oxford, 2007参照。
4) 憲法多元主義についてマコーミ ックの前掲と QuestioningSovereignty, Oxford 
1999参照。この概念は，彼によ って TheIdea of Constitutional Pluralismにお
いて提示され，それ以後ヨーロ ッパの学会において熱のこもった議論の主題と
なっている。(Weiler,Kumm, Maduro<Baquero, Menendez, Komarek)。
5) 「ネイション」の概念に関する決議： 2006年 1月26日，議会議事（第 7回）
(Committee on Legal Affairs and Human Rightsの Frunda氏による報告，Doc.
10762参照）。
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6) フェミニストの非本質主義的な文化に関する議論の文脈での，法への多文化的
な挑戦への，国際私法上の法の選択のテクニックの典味深い適用については，
Karen Knop, Ralf Michaels and Annelise Riles, "From Multiculturalism to 
Technique: Feminism, Culture and the Conflict of Laws Style" 64 Stanford 
Law Review, 3, March 2012参照。
7) 欧州人権裁判所（第 部）が審理した MunozDiaz v Kingdom of Spain ; No 
49151/07 (lodged 29-10-2007). Judgment of 8 December 2009. Amicus 
Curiae : Union Romani. 
8) NO. 19. 
9) 裁判所は，国家が婚姻と，婚姻に対して国家が承認する効果を規制する権限を
有している故に，第12条には反しないと判示している。このケースにおいては，
国家と宗教組織，あるいは信条告白とのあいだの特別な協定において規定されて
いる婚姻のみが一般的効力を有すると，従来同様に判示することが可能であった。
10) この欧州理事会の規則は，各加盟国に対してマイノリティのメンバーに一定の
権利を承認することを義務づけている。
11) 5つのケースが関連している。 Champman事件に加えて， Beardv UK, 
Coster v UK, Lee v UK and Jane Smith v UK, である。第96節参照。「当該社会
のマジョリティのライフスタイルとは異なる，伝統的なライフスタイルを保持し
ているマイノリティの一員であるという事実は，たとえば環境といった社会全体
に共通するセーフガードとして意図されている一般法の規定を免除することはな
いが，そのような法が執行される様式において一定の幅が存在する……マイノリ
ティとしてのジプシーの脆弱なる地位は，彼らのニーズや異なったライフスタイ
ルに対して，関連する規制の枠組や，個々のケースにおける判決においても，特
別の配慮が必要であることを意味している（上で参照した Buckley判決，
1292-95, 76, 80, 84節）。この限りにおいて，第 8条によって，締約国にはジプ
シーの生活スタイルを支援する積極的な義務が課せられている（上で参照した
Chapman判決，第96節および，そこで参照されている判例参照）。」これらの判
決は，ジプシーの生活様式を実践するためには現実にはほとんど選択肢はないこ
とを考慮して，極めて評価が分かれており， 7人の裁判官はそれぞれの反対意見
をのべている。
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